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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（植木弘行君） 散会前に引き続き本日の会

議を開きます。 

  ただいまの出席議員は28名であります。 

  ８番、東泉富士夫君、９番、髙久武男君、27番、

平山英君より欠席する旨の通知があります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（植木弘行君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（植木弘行君） 日程第１、市政一般質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 吉 成 伸 一 君 

○議長（植木弘行君） 初めに、16番、吉成伸一君。 

〔１６番 吉成伸一君登壇〕 

○１６番（吉成伸一君） おはようございます。 

  ことしの流行語大賞が先日発表されたわけです

が、その中ではゴルフ界でスーパースターが誕生

し、「ハニカミ王子」というような名称がついて

おります。また、宮崎県の東国原知事が言った

「どげんかせんといかん」という言葉も大賞に輝

いております。各自治体、財政難に苦しんでいる

中、「どげんかせんといかん」と、そのような思

いがいたします。明快な答弁を期待して、以下質

問を行います。 

  １、スポーツ施設の整備について、４項目質問

いたします。 

  ⑴第１次那須塩原市総合計画の中では、施設の

整備・改修に努めるとあります。スポーツ振興基

本計画が平成20年度を目途に作成されることにな

っています。その中では具体的に施設の整備・改

修の方向性が示される計画を考えているのでしょ

うかお伺いをいたします。 

  ⑵小中学校の校舎、体育館の耐震診断が行われ

ていますが、診断の結果、耐震補強または建てか

えが必要な場合、特に体育館の建てかえと一般施

設の建てかえの優先順位はどうなるのかお伺いを

いたします。また、総合計画の中にはどちらも挙

がっていますが、ともに大きな予算を伴う事業で

あり、スポーツ振興基本計画との整合性はどのよ

うに考えているのか、あわせてお伺いをいたしま

す。 

  ⑶総合計画では、競技用施設、例えば１種、２

種のような公認の陸上競技場、それから体育館等

の整備については触れられていません。今後の総

合計画の見直しのときやスポーツ振興基本計画の

中では検討する考えがあるのかお伺いをいたしま

す。 

  ⑷那珂川河畔公園内のサッカー場の芝が傷んで

おり、かなりひどい状態にあります。今後、修繕

の考えはあるのかお伺いをいたします。 

  ２、仙台育英学園から無償譲渡を受けた那須研

修センターについて、３点質問をいたします。こ

の質問に関しましては、既に会派代表、それから

昨日の相馬議員の質問でも触れておりましたが、

改めて質問させていただきます。 

  ⑴今後の整備計画については、スポーツ振興基

本計画の中に入るのか、新年度予算や補正予算で
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対応するのかお伺いをいたします。 

  ⑵活用方法については、９月の議員全員協議会

の折、示されたサッカー専用施設の位置づけのよ

うですが、敷地全体を見ると、数面のサッカーコ

ートはつくれますが、むだなところも出てしまう

ように思います。特に、調整池が敷地内に６カ所

あります。仙台育英学園が研修センターを整備し

たときには法的に必要だったのでしょう。今後の

整備の中ではどのようにされるのかお伺いをいた

します。 

  ⑶ことし４月１日に青木農業祭2007が、この施

設を借りて行われました。前身は昭和42年から青

木ホルスタイン共進会として既に34回行われてき

たものであり、時代の変化に対応するため、地域

の子どもたちや非農家の人たちにも農業を理解し

てもらうことを含め、開催をしたところ、約

3,000人が入場されたそうであります。これには

市長も出席されていると思います。来年も含め、

今後もこの施設での開催を希望しております。サ

ッカー施設をつくることはいいと思います。が、

活用方法については、市長がよく口にされる市民

の目線の考え方からいえば、市民や地域住民の意

見も聞くべきではないでしょうか。多目的広場や

農業体験施設、また地域の産業振興の拠点として

の利用も考えられるのではないでしょうかお伺い

をいたします。 

  ３、学童保育について質問いたします。 

  ⑴国は放課後子どもプランの基本的な考えの中

で各市町村において教育委員会が主導して福祉部

局と連携を図り、放課後等の子どもたちの安全で

健やかな居場所づくりを進め、文部科学省による

放課後子ども教室推進事業と、厚生労働省の放課

後児童健全育成事業を一体的あるいは連携して実

施する総合的な放課後子どもプランを推進してい

ます。厚労省の放課後児童健全育成事業では、学

童保育の児童数の増加により保育環境が低下する

ことを懸念し、１学童所の定員を70名にすること

を打ち出しています。本市の現在の状況をお聞か

せください。 

  ⑵厚生労働省は、71名を超えた施設については

補助金をカットするとしています。ただし、平成

21年までは経過措置として、児童数が71名以上の

場合も国庫補助の対象としています。その後は市

単独での対応を図るのでしょうかお伺いをいたし

ます。 

  ４、商業施設イオンの進出に伴う交通安全対策

について質問いたします。 

  イオン進出予定地のほぼ整地が済み、全貌が見

えてきました。整備が進むにつれ、予定地と接す

る市道183号・島方団地上中野線の危険性がはっ

きりしてまいりました。また、ＢＳ栃木工場に係

る変則四差路も危険性を感じます。ことし３月で

も同様の質問を行いましたが、改めて、この地域

の一体的な整備についてお伺いをいたします。 

  ５、自治体で拡大する寄附条例の導入について

質問いたします。 

  寄附条例とは、自治体があらかじめ福祉充実や

自然保護などの政策メニューを示し、全国の個人

や企業、団体に政策を選んで寄附をしてもらい、

それを基金として積み立て、目標額に達したら事

業化して政策を実行する取り組みです。厳しい財

政難に苦しむ全国の自治体では、寄附条例を導入

する動きが広がっています。本市の考えをお聞か

せください。 

  ６、水道事業について質問いたします。 

  ⑴水道事業基本計画（原案）では、料金体系・

水準を一本化するに当たっては、段階的な改定な

どの激変緩和措置を行うとあります。どのような

手法を考えているのかお伺いをいたします。 

  ⑵この計画は10年間であり、事業投資額は約
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147億円となっております。積算根拠とその財源

について、水道事業会計から捻出できるのでしょ

うかお伺いをいたします。 

  以上で１回目の質問といたします。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） 16番、吉成伸一議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、６の水道事業についてお答えをいた

します。 

  ⑴の料金体系・水準については、現在、水道事

業審議会で検討しているところでありますが、料

金を一本化するには、現行料金は格差が大きいた

め、何らかの激変緩和措置が必要と考えておりま

す。この点についても、審議会の中で検討される

と思っております。 

  ⑵の事業投資額約147億円は、安心・安全な水

の供給をこれからも続けるために必要な施設整備

について洗い出して積み上げたものであります。

主なものは、石綿セメント管の更新費用、老朽浄

水施設の改良更新、配水池の増設や水道未普及地

域の解消など、安定給配水確保のための施策で約

135億円、水質及び施設の監視システムの整備や

クリプト対策など危機管理対策で約12億円を見込

んでおります。中でも石綿セメント管の更新費用

は88億5,300万円で、事業投資額全体の約60％を

占めております。 

  水道事業会計から捻出できるのかにつきまして

は、水道事業の経営は基本的には独立採算制であ

りますので、これらを施設整備のための財源とし

て水道料金を設定していくことを考えております。

水道事業基本計画案の財政収支見通しでは、平成

28年度の給水原価192円に対し、供給単価は現在

の料金体系でいくと174円となり、18円の原価割

れが起こるため、その分、料金改定をしていかな

いと経営が成り立たないと考えております。 

  このほかにつきましては、教育部長、企画部長、

市民福祉部長、建設部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、私の方から

１の⑴から⑷までについてご答弁させていただき

ます。 

  まず、⑴と⑶は関連がございますので、一括し

てお答え申し上げます。 

  スポーツ振興基本計画につきましては、今年度

アンケートを実施し、平成20年度に計画を策定す

べく準備を進めている状況であります。 

  施設整備の方向性につきましては、計画策定を

する上で、第１次那須塩原市総合計画との整合性

を図りながら、またスポーツ振興審議会の意見を

聞きながら検討、研究してまいりたいと考えてお

ります。 

  ⑵学校の体育館施設と一般スポーツ施設との改

修の整合性のご質問でありますけれども、既に学

校の体育館については耐震診断が終わっておりま

す。改修計画を今後策定する予定であります。こ

れに基づきまして実施していきたいと、このよう

に考えております。 

  一方、市の体育館につきましては、まだ耐震診

断が行われておりませんので、今後耐震診断を実

施していきたいというふうにも考えております。 

  ⑷につきましては、那珂川河畔運動公園サッカ

ー場につきましては、貸し出し日数の増加に伴い、

芝を補修し養生する期間が十分とれないため、芝

の状態が悪化しているのが現状であります。指定

管理者と協議した結果、来年度については年間の

利用日程を見ながら、芝の補修と貸し出し日数の

調整を行い、安全で利用しやすいサッカー場の整
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備に努めていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 私の方からは、大きな

項目の２番と５番についてお答えいたします。 

  まず、２番の仙台育英学園から無償譲渡を受け

た那須研修センターに関していただきました３項

目のご質問について順次お答えいたします。 

  まず、調査、概略設計に係る費用につきまして

は、新年度予算に計上していきたいと考えており

ます。 

  なお、整備計画そのものはスポーツ振興基本計

画の中にも組み入れられるものと思っております。 

  次に、調整池についてでありますが、さきの創

生会代表質問で若松議員にお答えいたしましたと

おり、最大限に現況を生かして整備計画を立てて

いく考えでおりますので、雨水排水の対応からも

現在ある調整池につきましては、今後とも必要で

あると考えております。 

  ３点目の活用方針につきましては、さきの創生

会代表質問で若松議員にお答えしたとおりであり

ます。 

  続きまして、大きな５番の寄附条例の導入に関

する本市の考え方についてお尋ねがございました

ので、お答えいたします。 

  寄附条例を導入する自治体の目的は、財政難か

らの財源確保や寄附の使途の透明性あるいは寄附

を市民参加の手段とするなど、さまざまであると、

このように認識いたしております。この財政難の

折、財源確保の一つの手段として理解はいたすと

ころでありますが、寄附条例と財源確保が必ずし

も結びつくものではないと考えております。した

がいまして、当面は寄附条例の導入を考えるより

は、自主財源の確保に目を向け、少しでも多くの

自主財源を確保するよう努力していくべきではな

いかと思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） それでは、学童保

育について２点ほどご質問ありましたので、お答

えいたします。 

  現在の放課後児童クラブにつきましては、24ク

ラブありまして、その内訳は40人までのクラブが

12カ所、41人から70人までのクラブが９カ所、71

人以上のクラブは３カ所となっております。 

  ２点目の経過措置後の70人を超えるクラブにつ

いての対応ということでありますが、厚生労働省

の放課後児童クラブガイドラインを参考に、放課

後児童クラブ整備計画の策定に着手したところで

あります。現在、民設のクラブを立ち上げたいと

いう話も数件ありますので、それらも視野に入れ

ながら、また71人を超える大規模クラブにつきま

しては、分割等も含め、適正な人数規模へ移行で

きるよう整備計画策定を進めてまいりたいという

ふうに考えております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 島方団地上中野線及び

変則四差路、一体的な整備の必要性についてお答

えいたします。 

  島方団地上中野線については、当初、事業者と

の協議において、県道から変則四差路まで６メー

トルに拡幅整備するよう指導したところですが、

事業者は開発協議における周辺道路の定義が、メ

ーンとする出入り口に接する道路、いわゆる県道

が周辺道路であることから、事業用地が借地であ

ること、そういったことを含めまして拡幅整備の

理解が得られませんでした。その後の協議におい

て、事業者としても当該道路に出入りする出入り

口を１カ所に設けているため、事業用地の一部を

－173－ 



提供し、車両のすれ違いができる退避所２カ所、

県道取りつけ箇所には右折レーンの設置など局部

的な拡幅整備と、来店者が当該道路へ出る際の看

板等による県道側への車両誘導対策も講ずること

になっております。 

  市としましては、本事業計画が大規模小売店立

地法、都市計画法及び公安委員会等関係機関との

協議、手続を経てきたものであることから、今後

の道路整備については、イオンスーパーセンター

那須塩原店の開店後の交通状況を見据え、検討し

てまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） それでは、スポーツ施設

の整備についてから、何点か再質問を行いたいと

思います。 

  ⑴と⑶については関連しているのでということ

で答弁をいただいたわけでありますが、このスポ

ーツ振興基本計画と、それから総合計画、位置づ

けとしては、当然総合計画が上にあって、下位に

スポーツ振興基本計画があるわけですから、尊重

されるべきは総合計画ということに当然なるんだ

と思うんです。 

  ただ、心配するのは、どうしてもスポーツ振興

基本計画というのは、実施計画等までは当然つく

らないでしょうけれども、そういったところまで

入っていけば、相当の財源が必要となってくるわ

けですよね。ですから、どこまで踏み込んだ基本

計画が今現在、当然審議会にも諮って、それから

19年度、これからアンケートをとるわけでしょう

けれども、アンケート等もとって市民の意向もし

っかりと調査してという、流れとしては十分に理

解できるわけですけれども、どの辺まで踏み込ん

だ計画にする、基本的なお考えをお聞かせくださ

い。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） どこまで踏み込むかと、

こういう話でございますけれども、スポーツ振興

基本計画ということでありますから、あくまでも

基本的な事項ということになります。 

  といいますのは、今、吉成議員がおっしゃった

のは、施設整備について金のかかる話で多分おっ

しゃっているのではないかと思いますが、基本計

画の内容については施設整備のみではありません

で、どちらかというとソフト的な、要するに市民

がどういう形で参加をするか、こういうことが大

事になってくるんだと思います。そして、その場

として施設が必要だと、こういう話になってくる

んだと思います。ですから、場については、当然

現在も、各３市町合併したわけですけれども、各

支所とも施設は既設のものがある、こういう状況

にあります。もちろん、学校等の施設も開放して

おる、こういう状況にありますので、そういう既

設の整備は当然今後の中で考えていかなければな

らないと思います。 

  多分、議員おっしゃるのは、その総合的な、新

市となって一体的な一つの大きな総合グラウンド

といいますか、総合的な施設があるものというよ

うな感じで今受け取ったんですけれども、そうい

うものについてはまだ白紙の状態でございますの

で、そこまで踏み込むかということになりますと、

なかなか難しいであろうと、このように今考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 基本計画ですから、その

ような答弁になるのだなとは思うんですが、白紙

の状態ということ、裏を返せば、今回考えがある

かということでは競技用の施設ということで、大

田原の陸上競技場なんかは２種ですかね、公認の
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２種の認定を受けているんだろうと思うんですが、

そういったものも、もし、これはアンケートのと

り方にも当然関係してくる問題ではあるわけです

けれども、そういった中で声が上ってくれば、や

はり計画の中でもある程度の位置づけは必要にな

るのかなというような気はするんですが、それは

当然、市民がどういった反応を示すかということ

が大きな要因になってくるわけですけれども、そ

ういった場合には考えられるんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） もちろん、アンケート

はアンケートでございますので尊重するというこ

とになると思いますけれども、先ほど議員おっし

ったように、基本計画の上に市の総合計画という

ものがあります。ですから、総合計画は10年の基

本計画を立てて、前期、後期で今やっておるわけ

でございます。ですから、当然我々が今つくろう

としているのも、その総合計画に合わせた10年の

スパン、こちらは最終年度が決まっていますので、

もう２年おくれますから８年のスパンで考えてい

る、こういうことでございますので、当然総合計

画の中でそういうものが論じられてこなければ、

この中で載せても意味がないということになりま

すので、十分これは庁内的にもアンケート調査と

か、いろいろな結果をもって協議をさせていただ

いていくということになりますので、ここでそれ

に踏み込むかどうかということまでは、今のとこ

ろ答えられません。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） はい、わかりました。総

合計画自体も、当然見直しの時期というのは訪れ

るわけですから、そういったときにはぜひこうい

ったことも検討していただければなと思います。 

  次に移ります。 

  先ほど小中学校の耐震診断については、18年度

で出てきているわけですね。実際に校舎、それか

ら体育館、耐震補強なり建てかえが必要というよ

うなデータは、どのような形で出ましたでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 小中学校の校舎あるい

は体育館の耐震は、今18、19年度で実施しまして、

現在終わっておる状況でございます。 

  そういう中で、補強しなければならない、ある

いは補強なしで大丈夫だと、こういう話の中では、

校舎で申し上げますと、小学校が17棟になります。

体育館が15棟でございます。中学校につきまして

は、校舎については11棟、体育館が７棟、こうい

う結果が出ております。ですから、これらを今後、

現在各審議会で審議していただいておりますけれ

ども、その結果を待って、市全体としての改修計

画を今後計画していかなければならない、このよ

うに考えております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 最初の答弁の中で、小中

学校の耐震補強等の整備計画を今後立てて行って

いくと、一般施設、普通の体育館等ですね。そう

いったものについては、その後、耐震診断をやは

りかけなくてはいけないというようなお話であっ

たわけですが、一般の施設に関する耐震診断につ

いては今後どのような進め方を基本的にはされる

んでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 一般の体育館関係でご

ざいますけれども、これも学校の体育館、校舎等

もそうですけれども、災害時の避難場所に指定さ

れてございます。そういう意味で、現在耐震診断

をしなければならない施設は、くろいそ運動場の

体育館、あるいは三島体育センター、あるいは武

道館、そういうものがございます。ですから、市
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の中では施設はこれだけではありませんので、当

然内部的には全市の施設について今後どうするか

という論議がされてくると思いますので、そのと

きに一緒にあわせて我々も申し上げていきたい、

このように思っております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 具体的な流れというんで

すか、計画的なもの、スケジュール等はまだこれ

からだということなわけですね。了解しました。 

  ⑷の那珂川河畔公園内にあるサッカー場の件な

んですが、来年度に関しては使用日数も少し考え

ながら、それにあわせて修理をしていくというお

話だったわけですけれども、今までこのサッカー

場についてはどのような修理というのを行ってき

たんでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） ご案内のとおり、芝生

のサッカー場１面、当市であそこしかないという

状況の中で、あの整備をしたのが多分平成14年こ

ろだと思いますけれども、そういう中で、施設的

に水はけとか、そういう問題はありますけれども、

そういうものがどこまでなっているのか私も確認

はしておりませんけれども、現況を見ます限りは

かなり凹凸がある、こういう状況であります。 

  ですから、これを整備するということになれば、

路盤の改良が必要なのか、それとも現況の目土を

かなり入れて平らにした上で、養生期間をかなり

とって整備をしていくのか、その辺の方法につい

ては今後十分検討させていただきたいと思います

けれども、いずれにしましても、今の段階では、

あのままずっと使うとだめになってしまうのでは

ないか、こういう懸念がありますので、その辺の

保守については今後検討させていただきたい、こ

のように思っております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 私も、議員になった当初

から、芝のサッカー場をぜひつくってくださいと

いうようなことを提案してきて、唯一できた芝の

サッカー場ですので、あそこで大会を開いたこと

も過去何回もありましたし、非常に愛着のあるサ

ッカー場ですので、ぜひ今後も使える状態でして

いっていただければと思います。 

  あそこは、那珂川の河川改修に伴って、その残

土を利用してつくったというサッカー場なもので

すから、相当路盤の部分には赤土が入っているん

です。そういった関係で、水はけが一つは悪い、

それから芝の育成が悪いという部分があるんです。

部長も見てこられているとは思いますけれども、

芝というよりは、最近は大分草の方が全体に占め

る割合が広がってきているという状況もあります

ので、ぜひ十分な検討をして、今後しっかりとし

た芝のグラウンドになるように、ピッチになるよ

うにお願いをいたします。 

  それでは、２番の仙台育英学園から無償譲渡を

受けた那須研修センターについて、再質問を行い

ます。 

  今回、無償譲渡ということで、その経緯をまず

お聞きしたいんですが、仙台育英からは７月に市

に話があったということだったと思うんですが、

その際にはどのような形でこのお話が仙台育英の

方から持ちかけられたんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） それでは、その点につきま

しては、私の方からお答えをさせていただきます。 

  実は、このお話がありましたのは、３月にござ

いました。と申し上げますのは、その際に仙台育

英の方で言う話ですと、私どもの学校も今、学校

整備を図っている。特に、宮城沖地震という大き

な問題があるので、学校整備については校舎を重

点的にやりたいということで、当然向こうにもグ
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ラウンドを持っておりますし、那須のグラウンド

については今後利用頻度がないということで、ぜ

ひ処分をしたいという話でございました。 

  市で利用する考えはあるのかどうかということ

でございましたので、どういう形で、くれるとい

う話でも何でもございません。ただ、そういうこ

とで、市で利用する考えがあるのかどうかという

ことでございましたので、買ってくれという意味

になるのかどうか、私どもも全然わかりませんの

で、その際には、今後那須塩原市として利用する

かどうかについては、まだ、今初めて聞いたので、

万が一そういうことになっても検討していかなけ

ればならないという話をしておいて別れたという

のが３月でございます。 

  その後に、７月になりまして、話に来られまし

た。そのときに、要するに敷地が２つございます。

１つは那須塩原駅前に２反歩ほどですか、要する

に、それは送り迎えのバスの駐車場として確保し

たという土地がございました。その土地を多分、

その隣の不動産屋さんだそうでございますけれど

も、育英高校の方に行きまして、駐車場として活

用させていただき、管理は私どもでやりますので

という話で行ったそうでございます。 

  そのときにさまざまな話が出たんだろうという

ふうに思いますけれども、那須塩原市には利用を

どう考えているのか話してあるので、そこの土地

の利用については検討しなくてはならないですと。

那須塩原市と話を一度しなくてはならないという

意味だというふうに私は思っておりました。そう

いうことで来まして、那須塩原市としては、その

利用の考えがあるのかということでございまして、

特に現在はその土地についても利用の計画とか、

そういうものはございませんという話で、私の方

でその土地についてはその不動産屋さんと話をし

て、今後の対応については話してよろしいですか

というものでございますので、私どもとしては、

特にそれについては私どもで異議があるわけでは

ございませんという話で、そちらの話がそういう

話になりまして、それについては、それでは私の

方で処理をしていきたいという話がございました。 

  その際、今度は青木の土地については無償で譲

渡をするので、ぜひ利用を考えていただきたいと

いう話になりました。私も、はいとすぐ返事をす

るわけにもいきませんので、時間を少々いただき

たいということで、１カ月ぐらいの期間の余裕を

くださいということで、その間にその土地につい

ても当然調査をしたりしながら、受け入れてもい

いだろうという考えのもとでございました。 

  向こうも、そういう中で早くという意味があっ

たんだろうと思いますけれども、秘書課の方に、

いつ会えるかということで日程調整を既に秘書課

の方へ来ましたので、この際、向こうから足を向

けてもらうのも失礼だというふうに思いまして、

私どもの方から伺いますということで、無償譲渡

でいただけるならという話の中で、さまざまな話

をしたところでございます。 

  その後につきましては、細かい話の内容につき

ましては企画部で担当いたしますので、企画部の

方とのお話し合いを進めていただきたいというこ

とで、窓口を企画課に置いて、きょうまでに及ん

だという状況でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 市長から、るる細かな説

明をいただいて、今まで以上に理解が広がりまし

た。それで、企画部の方に、では市長の方は振り

ましたと。 

  そこで、では企画部の方が今回、サッカー専用

施設を中心にという結論に至ったわけであります

けれども、サッカー施設をつくることに私は反対
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ではないんですよ。サッカー施設がつくられるこ

とは非常にいいことだと思っています。ただ、も

う少し多目的な利用も可能ではないかということ

でお聞きをするんですが、その際にサッカー施設

を中心として使っていきたいということに関して

は、今後サッカー施設等をつくれば、当然教育委

員会スポーツ振興課等も関係してくると思うんで

す。その辺の部間、部同士での協議とか、ないし

は庁内協議、そういったものは行ったんでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  ただいま市長の方から、経過についてお話があ

ったわけですけれども、私の方では市長の方から

７月に指示を受けまして、活用について検討の指

示がありました。 

  私どもの方といたしましては、まず現地が私も

不案内だったものですから、教育委員会の方と一

緒に、まずは現地を訪れまして、中身といいます

か、施設の内容を調査をいたしました。その後、

教育委員会、それから総務部も含めまして、内部

でるる協議をした中で、仙台育英学園の施設が設

置されてきた趣旨等も十分踏まえなければならな

いというようなことも考えながら、最終的にはこ

れまで申し上げてきましたような市の考え方を取

りまとめて現在に至っている、こういう状況であ

ります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 大変失礼をいたしました。 

  条件と申しますか、仙台育英高校の話の内容と

いうものは、教育施設という話でございましたけ

れども、これはそういう中の意味としては、今あ

る、要するに体育施設としての目的の方が大きい

という話を聞いておりまして、それらに合った活

用をお願いしたいという、それで活用していただ

ければという、そういう向こうの要望もございま

したので、それらに沿って物を考えるということ

で、企画の方としては多分話を進めてきたという

認識をしております。そういう話がございました。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 昨日の相馬議員の質問の

中にも、その無償譲渡に関して10月25日に契約を

したわけでありますが、そのときに条件はあった

のかというような話があって、今、市長の方から

明快な答弁がありましたので、教育施設よりは体

育施設としての利用、そこから発想されてきたの

が、もともとサッカー場があそこにありましたか

らね。ただ、サッカー場とは、あれは言わないと

思います。牛のえさにもなりそうな草がたくさん

生えているわけでありますから、今後あれも整備

が大変だなという気はするんですが、内容として

はわかりました。 

  そういった中で結論をもちろん出す時期という

のが限られていたということで、ある程度の議論

はされたんでしょう。議論をした中で、こういっ

た結果になってきたというのは、理解はできます。 

  ただ、⑶で最初の質問でも言いましたけれども、

やはり地域として、あそこを使いたいという意向

があるわけです。このお祭りだけではないと思い

ます。今までもいろいろな団体があそこを利用し

てきたという経緯はあります。ただ、それが通年、

回数的に１カ月に10回とか、そういった形ではな

いものですから、年間に何回というような形で使

ってきた団体が、外部団体としてはですよ、仙台

育英以外の団体としては多かったと思うんです。

そういったことを考えて、やはりもう少し柔軟に

利用ができるようなことも私は考えていくべきだ

と思うんです。 

  実際に整備計画を立てて着工するまでにも、ま
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だ期間的にはあるわけですよね。来年度の予算と

しても、設計計画という部分での予算づけですか

ら、あとは維持管理という部分ですので、平成21

年に果たしてぱっと着工できるかということも、

まだ定かではないわけですよね。そうであれば、

もう少し地域なり市民のパブリックコメント的な

ものは、私は聞いてもいい気がするんですが、い

かがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  あそこの施設で幾つかの団体があの施設を利用

してイベント的なものを催しているという話は聞

いております。そういう中で、先ほど議員からご

質問ありましたように、青木の農業祭が大きなも

のなんだと思いますけれども、これにつきまして

も春に行われているというようなことでお話を聞

いております。そういう中では、ただいまお話の

ありましたように、来年につきましては、基本的

に内部の調査、概略設計等をやっていくというこ

とですので、施設的にはまだ不都合はないと考え

られますので、来年の春の開催については支障が

ないのではないかというようなことで先方にもお

話をしてございます。 

  そういう中で、21年以降も整備がどのように今

後進むか、これからの話になりますけれども、あ

れだけの広い土地の中ですので、施設の管理面と

のいろいろ突き合わせといいますか、それが必要

になるかと思いますけれども、そういう中で協議

をしていただいてやっていくというようなことも

可能な部分もあるのではないかと考えております

けれども、今後所管が教育委員会の方に移ってい

くことになりますが、その中で供用面、管理面を

含めて検討されるものと、こんなふうに思ってお

ります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） ぜひ柔軟な対応、考えを

持って進めていっていただきたいと思います。今

後は教育委員会の方に移るということであります

ので、ぜひとも教育委員会におかれましても、地

域のご意見とか市民の考え方等も多少なりとも含

めながら進めていっていただくことを要望いたし

ます。 

  それでは、学童保育について。 

  この点についても、特に放課後子どもプランと

のかかわりということでは、もう昨年も質問され

ていますし、今年３月は山本議員の方も質問しま

したし、また昨日は相馬議員の方からも質問され

ているわけです。厚生労働省と、それから主体は

文部科学省ということですけれども、どうしても

横の連携という部分が、当市においてもどのぐら

い連携がとれて、進めようとしているのかという

部分がなかなか見えてこないんです。きのうの質

問の中でも答弁はあったわけですが、12月の答弁、

３月の答弁から進んでいるようには、ちょっと私

には思えませんでした。 

  最後の部分では、平成21年度を目途にモデル的

な形では導入したいという部長の答弁はあったわ

けでありますが、実際には国の方はもう19年から

進める、当市においては19年は凍結でという流れ

だったわけですけれども、もう少し今年度から調

査なり、相当調べていかないと、仮にモデル事業

を21年に導入するに当たっても、現在の学童保育

の方々と、それから空きスペースを利用する放課

後子どもプランの趣旨になってくるわけですけれ

ども、その辺がかみ合っていかないような気もす

るんです。 

  きのうのお話では、代表者の方々との意見交換

も行っているんだというようなこともあったわけ

ですが、これはあくまでも主体としては教育委員
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会がしっかり主体となって進めていくということ

で理解してよろしいんですか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 現在、放課後の学童ク

ラブは実施されておる状況ですから、これはもう

当然目的があって設置をされて、現在も運営して

いる、こういうことでございます。 

  今回出ている放課後子どもプランについては、

要するに対象者が全生徒、こういうことでありま

すから、その中にももちろん現在の学童クラブの

児童生徒もそこに含まれている、こういうことで

す。ですから、私の方でこの計画を進めるに当た

っては、当然対象者であります学童クラブとの連

携は必要になってくる。こういうふうに考えてい

ますので、今後十分内部的に協議をさせていただ

いて、不都合のないように、モデルの中でそうい

う課題等々も多分出てくると思いますので、そう

いうことも含めて今後につなげていきたい、この

ように考えております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） あわせて、昨日の答弁に

もあったわけですけれども、４月から新設されま

す子ども課、これは子育て支援ということですか

ら、福祉部の中に当然設置をされるということな

わけですけれども、子ども課では、これについて

は担当しないと。従来どおり両部で、教育委員会

と市民福祉部の方で行っていくということだった

わけであります。 

  きょうの新聞なんかでは、宇都宮では子ども部

を新しく創設するという記事が載っていたわけで

す。今、本当に少子化ということも当然あるわけ

ですけれども、子育てということに対しては、か

なり各自治体も細かな施策を展開してきていると

思うんです。そういった観点から考えれば、こう

いった事業も、どうしても国の方の出されている

内容としては教育委員会ということになっていま

すから、それはそれでわかることはわかるんです

が、やはりせっかく子ども課をつくるのであれば、

子ども課にもかなりの主体性、どちらが主体性を

持つかというのは決まっているんでしょうけれど

も、その辺もしっかり子ども課でも取り組んでい

ただきたいと思うんですが、これはどういった考

えをお持ちでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  20年４月から始まります組織機構改革の中での

子ども課の設置をどういうことで設置したのかと

いうことで、企画部長の方から答弁がありました

ように、就学前、就学後という形で分けまして、

要するに就学前の子どもたちの子育てを支援する

ために子ども課を設置するんだという考えで20年

４月から子ども課が設置されるわけですけれども、

当然、子どもといっても対象は広いでありますか

ら、現在学童クラブについては福祉制度でやって

おります。放課後子どもプランについては学校教

育サイドという形には振り分けてありますけれど

も、将来的には今言いました子ども課の設置目的

といいますか、それからいきますと、就学前でな

く就学後、要するに学校に上ってからという子ど

もたちになりますので、当然福祉サイドでも相当

の考えのもとに、子ども課が主体になって教育委

員会と協議を進めることにはなると思いますけれ

ども、主体的に進めるのは教育委員会の方になる

のではないかと。まだ、その辺の振り分けが現段

階でできていないということで、将来的には教育

委員会の方に移るような方向には検討が進むとい

うふうに今現在では考えております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 子育て支援を進めようと

－180－ 



いうことで子ども課も設置するわけですから、ぜ

ひそういった取り組みを進めていただきたいと思

います。 

  最初に、答弁を市民福祉部長にいただいたわけ

ですけれども、放課後児童クラブの今後の整備計

画、基本計画等も立てながらということだったわ

けですけれども、現在71名を超えているのが３カ

所、今後超えそうだなというような学童保育所と

いうのはあるのか。 

  それから、最初にお聞きをしていますが、国が

国庫補助を71名以上であれば打ち切るということ

になっているわけですよね。それは明確に市単独

として、もしそういった施設が21年以降も出てし

まった場合には補てんしていくという考えなのか、

そこを明確にしていただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  70人を超えそうなクラブはあるのかということ

ですけれども、１カ所ぎりぎりのクラブが１カ所

あります。今後どうするのかということですけれ

ども、当然、公設でありますので、公設というこ

とですから市が責任を持ってということになると

思いますので、先ほど答弁したようなことで今後

対応を図っていきたいというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 国としては、保育環境を

よくするということで、こういったことを出して

きているわけですよね。多少人数が多くても、し

っかりとした指導員がいれば、そういった部分、

私は実際には可能ではないかなという気はするん

ですが、そういった保育環境の部分でも今後も力

を入れていっていただきたいと思います。 

  次に移ります。 

  ４の件なんですが、３月に部長答弁をいただい

たとおりだと、単に言えば、そういうことだった

わけでありますよね。そのような中で、ちょっと

状況が少し違った部分が最近あるのは、この島方

団地上中野線、これは水道部の方に関係するわけ

ですけれども、水道管の布設がえ工事をあの近辺

で行ってきているわけです。 

  そうすると、あそこを通ればわかると思います

が、現在ももう本当にでこぼこなんですよね。よ

く言われるパッチワーク道路なわけです。水道管

の布設がえがされれば、また一層あの道は本当に

ひどい状態になってしまうわけです。私は当然、

一体的な整備が必要だと考えているわけですけれ

ども、では緊急的には、あのまま傷んだ道路の状

態でいいのかなと。そこはどのように考えますか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 水道の方で水道管を埋

めているということでございます。そういったこ

とにつきましては、その部分につきましては水道

部の方に補修をしていただくというのが本来の形

でございまして、本来、通行に関しまして支障の

ないように今後とも現状を把握して整備していき

たいと思っています。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 水道部がやって、跡を戻

さないなんていうことはあり得ないんですから、

当然、水道部が補修はするんでしょうけれども、

補修といったって当然幅があるわけですから、そ

れが道路いっぱい使って布設して、そこに水道管

を入れるのであれば、埋め戻しして全部の幅員が

きれいに舗装されるということになるわけですけ

れども、そうではないわけですよね。現在でもひ

どいでこぼこの状態に、なおかつまた何十㎝かの

幅で穴を掘って、そこに布設がえしていくわけで

すよ。ですから、より傷んでしまうという話をし
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ているわけですよ。ですから、とりあえず拡幅が

どうしても今の状況ではできないということであ

れば、最低でもしっかりとした舗装整備はしてい

ただきたいなと思います。 

  部長も、あそこは何度も行っていらっしゃると

思うので、よくわかると思うんです。これは、市

長も当然、お近くですから、よくわかっているこ

ととは思うんですが、あのままイオンが本当にオ

ープンをしたら、幾らあそこに交通指導員という

か、それに類するような人が立っていただいたと

しても、間違いなくあそこからどんどん車が出入

りをするということは目に見えているわけですよ。

ましてや、市道なわけですから、あそこを一方通

行に変えようとかいうのは、そう簡単にできる話

ではないわけですよ。そうすると、あの変則十字

路と、それから島方団地上中野線、これは非常に

危険だ。起こらないことを祈りますけれども、事

故が起こる確率は非常に高いと思うんです。 

  ですから、今後はオープンをしてからイオンと

も協議をするというお話もあったわけですが、イ

オンはなかなか協議をした中でも手ごわいという

ような話は聞いておりますけれども、ぜひ拡幅は

必要なんだという市の方の考えをしっかりと訴え

ていただいて、整備に力を入れていただきたいと

思います。要望して、次に移ります。 

  寄附条例について。 

  先ほど企画部長から答弁をいただきました。企

画部長の答弁の中では、その財源確保にはそうは

つながらないのではないかというお話でした。確

かに、何十億円とか何百億円とか、そういった財

源がこの寄附条例で生まれてくるとは私も当然思

っていません。 

  きょうの新聞にも載っていましたけれども、非

常に財政難の地方に対して、東京都、それから愛

知県、そして大阪府、三者で約4,000億円、法人

税をいただいて、それを厳しい自治体に振り分け

をするというお話ですから。それから、もう一つ、

最近話題に余り上ってきませんでしたけれども、

ふるさと税の導入とか、こういったものというの

は、どちらも国が主導ですから、各自治体におい

ては受け身の施策ですよね。 

  そうではなくて、この寄附条例というのは受け

身ではない、みずから積極的施策なわけですよ。

そこが私は非常に大切な部分だと思うんです。み

ずから政策を提示して、賛同いただける施策には

寄附をいただく。それによって、この施策は人気

がないから、公共事業としては取り入れるべきで

はないのではないかと、普通の市民アンケートな

んかよりも明確に施策のすみ分けができるという、

そういった利点が１つはあります。それから、都

会からふるさとへ、都市から地方へ、そういった

お金の流れも、大きなものではありませんけれど

も、生まれてくるわけです。 

  あと、ふるさと条例というのは、投票条例とい

うことも言われているわけです。それは、自分が

気に入った施策に投票をする、お金を出す、だか

ら投票条例ということが言われているんだと思う

んですけれども、そういったことも考えると、単

に財源の確保には余りつながらないから、どうな

のかなということではなくて、今述べたようなメ

リットを含んでいるわけですから、ぜひ検討して

いただきたいなと思うんです。 

  現在では全国で27の自治体が導入を図っている

わけです。これは10月現在でしたけれども、栃木

県内では１カ所導入しています。ご存じだと思い

ますけれども、益子町が導入をしているわけです。

９月の定例議会で条例が成立したということで、

まだ始めたばかりではありますけれども、主には

小さな自治体が導入しているのではないか、そう

いった思いをされているかもしれませんけれども、
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神奈川県の大和市、ここは人口22万です。ここで

も導入をしているわけですから、大きい小さい関

係なく、かなりこの寄附条例は広がる、今後ます

ます私は広がっていくと思うんです。そういった

ことを考えて、ぜひ検討を私はお願いしたいと思

うんですが、再度、今述べた利点、メリット等を

考えて、どのようにお考えになるかお聞かせくだ

さい。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ただいま議員の方から

いろいろこの条例のメリット等のお話がありまし

て、その点につきましては十分理解をいたします。 

  ただ、現在庁内でこの問題につきまして実質的

に検討したという経過がないものですから、大変

申しわけないんですけれども、ただ、私の考えと

しましては、本市の中にもまちづくり事業という

中で市民とか全国に呼びかけまして、財源もさる

ことながら、その事業の趣旨に賛同を得ることで

その事業の意義とか効果が高まる、こういうもの

があるのであれば、十分検討に値するものだと、

こんなふうに考えます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午前１１時０５分 

 

再開 午前１１時１４分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） それでは、最後の項にな

りますけれども、水道事業について何点かお伺い

をいたします。 

  料金体系・水準の一本化ということで、実際に

は水道審議会の方に諮問をされて、現在進めてい

るということで、ホームページ等でもちょっとの

ぞいてはみたんですけれども、この12月14日に４

回目が開催されると。当初の計画でいくと、５回

目に答申を受けると。それも12月中旬から下旬と

いうスケジュールになっているわけですけれども、

このスケジュールに変更は、まずはないんでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） スケジュールにつきま

しては、実は最初の計画といたしましては５回程

度で審議会結論を出したいというふうな考え方を

持っていたわけでございますけれども、補正予算

の方でもお願いしましたとおり、審議会、慎重に

審議していただいております。水道事業の細かい

点に入りますと、やはり審議委員さんにご理解い

ただくのもなかなか難しいというような点もござ

いまして、より詳細に、また慎重に内容を示しな

がら進めてまいっているところでございまして、

そういう関係から、あと２回ぐらい追加になると

いうような考え方を持っておりまして、12月中の

年内の結論を２月いっぱいぐらいまでかかって第

７回ぐらいまでやろうかなというように考えてい

るところでございます。そのように、スケジュー

ルは若干延びるというふうに現在予定しておりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 審議会の皆さんに慎重な

議論をしていただくということは結構なことだと、

それは私も理解はいたします。 

  それでは、水道料金体系についての、当然資料

を審議会の皆さんにはご提示をして議論を進めて

もらうという流れだと思うんですが、実際に水道
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料金の方のお話には既に入ったんですか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 現在やっておりますの

は、１回、２回、３回につきましては水道料金と

いうのはこんな考え方で定めておりますというふ

うな状況説明でございました。その中で、第３回

目に水道料金は、かかる経費というふうなものが、

例えば料金を決めるための経費、いわゆる総括原

価というふうに申し上げるわけでございますが、

その辺の考え方、総括原価もいろいろ推定の方法

によりまして額が変わるわけでございますので、

その料金を考えるためにどの程度の費用を、投資

額は決まっておりますけれども、それ以外の費用

をどういうふうに、どの額にしたらいいのかとい

うことについて現在検討中でございまして、それ

以降、第４回以降または５回以降に料金の具体的

な方向が出るものかなというふうに現在考えてい

るところでございます。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 総括原価ということでは、

この原案の方にも載っているわけですよね。10年

間で約286億円ということなわけです。これの出

し方、算定の仕方というのは、財団法人の日本水

道協会等のマニュアルに沿って多分出されている

んだろうとは思うんですが、ただいまの部長の答

弁では、幾つかの方法があるというようなお話だ

ったわけですけれども、どういったものを参考に

しながらというか、基準にしながら総括原価とい

うのを出そうとしているんでしょうか。出したん

でしょうかと言った方がいいですね。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 総括原価は、通常の毎

年かかる経費、これは当然、人件費とか総務費等、

そういうふうなものが入ってまいります。そのほ

かに、施設を持っておりますので減価償却費とか、

起債等借りておりますので、利子とかの償還費が

入ってくるわけでございます。収入は料金でござ

いますので、料金収入プラス加入金等のその他の

収入を含めまして、かかった経費を引きますと、

利益が出てくるわけでございます。 

  そういうふうな中で、かかる経費を全部、利益

も含めまして総括原価の中で定めるわけでござい

ますが、問題はちょっと複雑になるわけでござい

ますが、その利益というんですか、企業会計でこ

れをもうけるわけでございませんで、料金収入か

ら経費を引いた分の残り、これを何に使うかとい

いますと、これは利益的には出るわけでございま

すが、その費用をもって、いわゆる投資的経費、

石綿管の更新事業とか、そういうふうなものに充

てなくてはならないというふうなことになるわけ

でございます。 

  そういうふうなことで、そういうふうな投資的

事業154億円の事業を、ある意味ではやらなくて

はならないというふうな計画も考えておるわけで

ございます。それらの財源の確保のために、いわ

ゆる通常の３条予算というふうな形の中での利益

と減価償却費、資産減耗費等を留保資金としなが

ら、投資の方の事業もしなくてはならない。そう

すると、投資の方に対する財源確保のためには、

その利益を資産維持とも私の方では申し上げるこ

ともあるわけでございますが、その辺をどの程度

確保しなくてはならないかというふうなことも考

えなくてはならないわけでございます。その確保

の財源が多く必要となれば、やはり料金を少し上

げまして総括原価を大きくしないとやっていけな

いというようなことになるわけでございますので、

その辺、ではどのぐらいの財源を確保すればいい

のかということになりますと、やはり投資的な方

では企業債などが大きく影響しているわけでござ

いまして、この企業債をいっぱい借りるか、少な
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く借りるか、そういうふうなことによりまして、

いろいろと直近的に金が多くかかるのか、将来的

に多くかかるのかというような問題もありますし、

いわゆる投資的経費の方の財源の問題も絡みまし

て、一番適正な総括原価の額を、基本計画を基本

としながら、現在いろいろと検討しているという

ふうなところでございます。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） それでは、今回この基本

計画原案で示された、先ほども言いましたけれど

も、約286億円という総括原価というのは変わる

可能性があるというとらえ方なんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 基本的には286億円を

考えておりますけれども、そういうふうな中で、

より将来の健全経営のために変える必要がある場

合には、そういうことも含めて審議会の方では考

えていってもらう方向にはなるというふうに考え

ております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 水道料金を決める際には、

当然これが核となるわけですから、これが変わっ

てしまえば、当然料金は変わってしまうわけです

よね。ですから、本当にここは非常に大切な部分

だと思うんです。 

  １回目の市長からの答弁の中でいただいていま

すけれども、平成28年までを算定した中で給水原

価が192円に対して、供給単価は174円ということ

で原価割れするというお話があったわけですよね。

これらの算定も、当然そういった中で出されてき

ているわけですから、そこが動いてしまうと、今

回水道審議会で段階的な激変緩和措置をとりなが

ら、当然料金体系を統一していこうという考えで

あると思うんですけれども、これは本当に明確に

やはり詳細な精査をしながら組み立てていかなけ

ればだめだと私は思うんです。 

  それで、次に移りますけれども、激変緩和措置

等の考え方、これはどのぐらいの、３年でやるん

だとか５年でやるんだとか、いや、もっとかかる

んじゃないかとか、そういったことを当然議論さ

れるんだと思うんですが、どの辺をお示しして議

論をしていただこうという考えなんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 激変緩和措置の方法等

につきましては、審議会の方で審議していただい

ておりますので、市側の方としてはこういうふう

にしたいとか、こういうふうにしてもらいたいと

かいう考えは全く示しておりません。ただ、激変

緩和措置は必要だということについては、そうい

うような話はしておりますけれども、方法につい

ては審議会に任せてございます。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） ある程度のプラン的なも

のですね、幾つかのものをお示しした中で議論を

していただいているのかなと私は思っていたわけ

ですけれども、そうではないんだということであ

れば、これは審議会委員の皆さんの考え方によっ

て相当長くなるのか、短くなるのかということは

わからないということですね。助言的なものはや

るんですか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 審議委員の方からいろ

いろな意見が出てくるわけでございまして、例え

ばそういうふうな激変緩和する方法、どんな方法

があるんだとか、そういうふうな意見があれば、

それに沿った資料等の作成は市の方でしておりま

す。そういうふうなものを示しながら、検討して

いただいているというようなところでございます。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） 水道審議会がありますの
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で、当然そちらの答申が出されてということにな

りますので、この辺で料金については終了いたし

ます。 

  施設の方の整備、これをちょっとお聞きしたい

んですけれども、浄水場であったり、配水場であ

ったり、そういった施設整備の件なんですけれど

も、市長の答弁の中にも出てきたわけですけれど

も、それも当然基本計画の中では出されているわ

けです。これは、どういう施設を念頭に置いてこ

ういった整備額が出てきているのかお聞きをした

いんです。 

  実は、建設水道常任委員会で、ことしの視察、

10月末に行ったわけですけれども、その際にやは

り今回改ざんの問題もあったし、水道事業をぜひ

とも見てこようということで島根県の方に行って

まいりました。雲南市、これは平成16年11月に６

町で合併をしたというところです。６町ですから、

当市以上に水道事業が多岐にわたってたくさんあ

るんです。特に、簡易水道なんかは19簡易水道あ

るというようなところなんですけれども、ここも

当然水道審議会を立ち上げて、ことしの５月から

激変緩和措置３年間置きながら料金の統一をやる

ということで、もう５月からスタートしておりま

した。その際に、その話を聞いた後に、ぜひ施設

も見てほしいと、また我々も見たいということで、

浄水場、それから配水場、それぞれ視察をしてき

たわけでありますけれども、本当に最新式の、危

機管理もしっかりされていて、それから水づくり

もセラミックマクロ方式とか、それから配水系は

ステンレスでできているんです。景観的にもすば

らしいんですよ。人口的にはうちの半分程度です

よ。でも、そういうものを実際に整備したんです。 

  当市においては、施設整備、どんなお考えを持

っているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 

○水道部長（君島良一君） 施設整備、ただいまい

ろいろ視察の中にお話されて、誠にうらやましい

ことだとは思うわけでございますが、那須塩原市

の水道におきまして、現在非常に大きな課題とな

っておりますのは、やはりご存じのとおり石綿セ

メント管がとにかく多い、こういうふうなことで

ございます。やはり投資のほとんどは、そちらに

回ってしまう。簡易水道の老朽化した施設とか、

そういうふうなものも、また水源とかろ過施設と

か、そういうふうなものも、本来であれば、もう

きちんと改良したいというふうな計画は持ってお

るわけでございますけれども、やはり何もかもが

できる状態ではない。できる範囲内での最大限、

今何するべきかを考えた場合には、やはり老朽管、

石綿セメント管とか老朽鋳鉄管、これを一番先に

やるべきだろうという考え方から、そちらを主体

的に今回の計画の中に入れたわけでございまして、

他事業においてはその辺の部分については、過去

に全部ほとんどできているのかなというふうなこ

とでございますので、おくればせながら早くその

辺を処理して、健全な施設整備運営ができるよう

な施設に持っていきたいというように考えている

わけでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） ただいまの部長の答弁は、

今回広報を使って５回の水道事業のシリーズがあ

ったわけですけれども、その５番目の中に石綿セ

メント管の布設がえ、もちろん施設の整備、あと

情報システムの導入とか、そこに高、中、横線と

いうことで、それぞれ優先順位を決めて書かれて

いたわけですけれども、これが間違いなく基本に

なって今後進めていくということでよろしいんで

すか。 

○議長（植木弘行君） 水道部長。 
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○水道部長（君島良一君） そういう考えで、現在

進めております。 

○議長（植木弘行君） 16番、吉成伸一君。 

○１６番（吉成伸一君） この水道事業については、

あす早乙女議員の方も細かく質問されるそうです

ので、私の方からは以上にさせていただきたいと

思います。 

  結びに、今回の水道事業の中で総水量等の改ざ

んが、我々には７月の全協で示されたわけであり

ます。我々建設水道常任委員会が所管事務として

調査を行い、議会の方にも報告書を提出させてい

ただきました。また、市の方としても水道事業調

査委員会を立ち上げて調査の結果も我々、報告を

受けております。 

  これら２つの報告を見る中で私が感じるのは、

改ざんというもの自体が重い罪なんだという意識

がやはり低かった、これに尽きるんじゃないかと

思うんです。それによって、長年続いてきてしま

ったということだと思います。現在、水道部にお

いてはるる努力をされていることとは思いますが、

今後信頼回復に全力で取り組んでいただくことを

望みまして、私の質問を終了いたします。 

○議長（植木弘行君） 以上で16番、吉成伸一君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 眞 壁 俊 郎 君 

○議長（植木弘行君） 次に、３番、眞壁俊郎君。 

〔３番 眞壁俊郎君登壇〕 

○３番（眞壁俊郎君） どうも皆様こんにちは。議

席ナンバー３番、眞壁俊郎でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

  那須塩原市も間もなく、合併をしまして丸３年

を迎えようとしております。市民との協働による

まちづくり、効果的、効率的な行財政運営による

自立したまちづくり、安全に安心して暮らせるま

ちづくり、個性が輝くまちづくりの４つを基本理

念とし、「人と自然がふれあう やすらぎのまち

 那須塩原市」を目指した第１次那須塩原市総合

計画の施策が本年度より実施されております。10

年後の那須塩原市が夢と希望であふれているまち

になるよう希望しまして、一般質問をいたします。 

  今回の大型商業施設立地についてと組織機構改

革につきましては、多くの議員の皆様が代表質問、

一般質問において質問されておりますが、通告書

のとおり質問させていただきます。 

  大型商業施設立地につきまして、①まちづくり

３法の改正を控え、那須塩原市においては、来年

夏を目途に現在３カ所の大型商業施設立地が予定

されている。立地については、市民の大きな期待

や大型店からの人の流れによる地元商店会の活性

化など期待が持てる反面、中心市街地のさらなる

衰退や交通渋滞など、生活環境の悪化も心配され

ている。市としては、商業、観光などの活性化策

や生活環境の保全策についてどのように考えてい

るか。 

  ②（仮称）那須ガーデンアウトレット、（仮

称）イオン那須塩原ショッピングセンターについ

ては、来年７月にオープンが予定されており、さ

らに（仮称）黒磯インターチェンジが21年３月に

開通が予定されております。周辺地区の交通渋滞

対策、交通安全対策はどのように考えているか。 

  ③大型商業施設立地に伴い、雇用の拡大が期待

されるが、市としてどのように雇用策を考えてい

るか。 

  大きい２番でございます。 

  組織機構改革につきまして、①平成20年４月に

向けての組織機構改革が提案されていますが、今

回、従来の総合支所方式を廃止して本庁に事務を
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集約する本庁方式を取り入れた理由はなぜか。ま

た、組織機構の見直し作業をどのように行ったか。 

  ②定員適正化計画と現在の職員数との整合性は

どのようになっているか。 

  ③合併当初、職場環境の変化や人間関係で精神

的病や身体的病で長期の休職をとるようなことが

あったと聞いているが、現在の状況はどのように

なっているか。 

  ④今回の組織機構改革により職員の労働条件が

変わると思うが、どのような対応をとるか質問い

たします。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ３番、眞壁俊郎議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、２の行財政改革についての①につい

てお答えをいたします。 

  ①の本庁方式を取り入れた理由についてお答え

をいたします。 

  合併当初は、市民の急激な混乱を考慮し、総合

支所方式によりスタートいたしました。しかし、

基本的には従来の行政サービス機能をそのまま残

しているため、事務の効率化が図りにくいことか

ら、今回本庁方式とすることにより事務の効率化、

さらには組織のスリム化を図っていくものであり

ます。 

  なお、機構改革の見直し作業などをどのように

して行うのかについての質問につきましては、松

原議員にお答えしたとおりでございます。 

  このほかにつきましては、産業観光部長、総務

部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 大型商業施設の

立地に伴い、市としての商業観光活性化策及び生

活環境の保全策に対してどのように考えているか

のご質問にお答えしたいと思います。 

  商業の活性化につきましては、会派未来21の水

戸滋議員の質問にお答えしたとおりでございます。 

  観光の面で考えますと、特に那須ガーデンアウ

トレットにつきましては、塩原、板室の両温泉地

に那須を加えた一大観光圏が周辺に控えており、

新しい観光資源としてアウトレットが加わること

でこの地域の観光の魅力が向上するとともに、相

乗的な効果が生み出されるものと考えております。

観光協会を中心として、アウトレットと連携した

集客事業に取り組みが図られることを期待してお

ります。 

  また、生活環境の保全策につきましては、相馬

義一議員にお答えしたとおりです。 

  なお、大規模小売店舗立地法に基づき、設置者

は周辺住民に対する地元説明会を開催し、計画の

概要や届け出の内容について説明することとなっ

ております。日程につきましては、イオンスーパ

ーセンター那須塩原店が12月９日、10日に行われ

ました。東那須公民館で実施されました。また、

那須ガーデンアウトレットにつきましては、本日、

黒磯文化会館での開催となります。スーパービバ

ホーム那須塩原店につきましては、開催する予定

でございますが、具体的な日程はまだ決まってお

りません。 

  次の周辺地区の交通渋滞対策及び交通安全対策

につきましては、相馬義一議員及び吉成議員にお

答えしたとおりでございますが、イオンスーパー

センター那須塩原店につきましても、那須ガーデ

ンアウトレットと同様、大規模小売店舗立地法に

基づいた対策がなされることになっております。 

  次の市としてどのように雇用策を考えているか
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につきましても、相馬義一議員にお答えしたとお

りでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 私からは、２の⑴組織

機構改革についてのうち、②から④番まで順次お

答えをいたします。 

  まず、定員適正化計画と現在の職員数について

お答えをいたします。 

  定員適正化計画では、平成19年４月１日の目標

職員数を950人としておりますが、実績といたし

ましては適正化計画より24人少ない926人であり

ます。 

  次に、病気休暇や休職などの長期休暇について

でありますが、１カ月以上の長期休暇取得者は、

平成17年度は精神的なものが11人、身体的なもの

が９人の合わせて20人、また平成18年度は精神的

なものが13人、身体的なものが７人の合わせて20

人という状況でありました。平成19年度につきま

しては、４月から現在までのところ、精神的なも

ので５人、身体的なもので９人の合わせて14人の

職員が長期休暇を取得しておりましたが、そのう

ち既に10人が職場復帰をしておりますので、現在

は４人が長期休暇中という状況であります。 

  また、職員の労働条件に関する件でありますが、

労働条件には給与のほか、勤務時間や休日・休暇

などがありますけれども、これらの事項につきま

しては組織機構の改革により変わることはないも

のと考えております。 

  以上で答弁を終わります。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） それでは、順次再質問した

いと思います。 

  まず、大型商業施設の立地の関係でございます

が、①に関しましては、まさに多くの議員から質

問があり、回答をいただいたところでございます

ので、了解いたします。 

  １点だけ、環境の保全ということからお伺いし

たいと思います。 

  先日、下野新聞で報道がありましたが、県の景

観審議会の答申が出たということで、県道大田原

高林線の周辺の屋外広告物の設置の禁止が出され

ました。このことにつきまして、市の考え方と今

後の対応をお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 県の方で屋外広告物条

例の改正を一部行うということで、その中におき

まして新幹線の駅前から横断道路、通称横断道路

と言っていますが、県道矢板那須線までのところ

まで一応屋外広告物の禁止地域にするということ

で、来年４月をめどに指定をしたいということで、

今進めているように伺っております。 

  そういったことを含めまして、平成21年から市

の方にこの事務につきましては移管になります。

そういったことも含めまして、市の方としては、

今こういった事業を含めまして景観計画とか、そ

ういったものを19年、20年で、それとあわせた形

で制定するという考え方を持っています。そうい

ったことで、開発に伴いますインターチェンジ周

辺とか、今、アウトレット周辺、そういったもの

の開発に伴いまして、必然的にあの周辺につきま

して開発が予想されますので、そういったものに

ついて前もって先手を打っていただいたというよ

うな形になったというように思います。看板とか、

そういったものである程度規制をして、そして秩

序のある看板の設置とか、そういったものの環境

整備を図っていただくということで進めていると

いうふうに思われます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 
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○３番（眞壁俊郎君） ありがとうございました。 

  20年、21年にかけて景観計画を策定していくと

いうことで、失礼、19、20年。その中で、これは

条例的なことも考えているのかどうか確認したい

と思います。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 景観行政団体といいま

すか、それにつきましては来年度を今のところ予

定しておりまして、その中で条例をつくるかどう

かというのは、今のところ19年、20年につくって

おりますので、そういった中で検討していきたい

というふうに思っております。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） はい、わかりました。 

  もう１点、先ほど答弁の方で、イオンとか那須

ガーデンの関係で地元説明会、イオンの方が12月

９日、10日に行われたということでありますが、

この中で住民がどのような意見というか、そうい

うものが出ているのかどうか、もしわかればお聞

きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 伺っておりませ

ん。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 出ていなかったということ

でしょうか。ではなくて、意見が出ていなかった。 

〔「聞いていない」と言う人あり〕 

○３番（眞壁俊郎君） 聞いていないと。市の方で

はそこの立ち合いというのはなかったんでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 市としての具体

的に職員を派遣したというものはございません。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。これは住民

の意見が出てくる場所、説明会というのはそうだ

と思うんですが、そういうところに出ないという

のが、私的にはちょっと考えられないんですが、

その辺、もう一度確認したいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 市の方には、い

わゆる大店法に基づくすべての協議というものが、

法律に基づくものが出ておりまして、それらにつ

いて、イオン、それからアウトレットの方からの

ものもございますので、それらについて事前協議

を受けておりますので、それらで市の考えという

ものは示してあるということでございますので、

イオン等についても事前に説明する内容等につい

ては市の方に提出してございまして、これで説明

しますよという形になっておりますので、あえて

私の方では出席していないということでございま

す。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 今の話から聞いていますと、

本当に住民の意見を聞いているのかなというのを、

私、今心配したところでございます。これから進

めていく中で、住民は事業主の方にどんなことを

言っているのか、そういうことをしっかり私は確

認すべきだと、このことは要望させていただきま

して次の質問に移りたいと思います。 

  大規模小売店立地法に基づきまして、周辺の交

通環境や廃棄物などの環境の保持に配慮すること

が求められております。それで、県や市や警察と

の協議状況、この辺、昨日の相馬議員の質問でも

少し出ておりましたが、交通量の調査、これはど

んな内容だったのか、またどのような協議がなさ

れたのか、これを具体的にお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 特に、交通問題
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につきましては、シミュレーションを行いました。

例えば、アウトレットにつきましては１日２万人

の人が来客するということで、車については１日

9,000台ぐらい平均して来るんじゃないか。9,000

台の車が来た場合に、主要交差点等に及ぼす影響

はどの程度になるかというようなシミュレーショ

ンを行いまして、それをどうさばくかというよう

なシミュレーションを行いまして、それらの対策

というものを県の方と協議した結果、影響を少な

くできると。ゼロというわけにはいかないと思い

ますが、かなり少なくできるというようなことで

協議が進んでいるというふうに伺っております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 今の協議の中でシミュレー

ションしまして１日入り込み数が１万人、あと車

の台数が9,000台ということかなということであ

りますが、アウトレットの関係でございますが、

これは予定でございますが、駐車台数が約3,000

台という形で事業主の方は計画されているかなと

思います。そうしますと、今9,000台から3,000台

を引くと6,000台、これは常時というか、時間の

ずれもありますので、基本的にはそういう形にな

るかと思いますが、単純に6,000台ということを、

来た場合にあふれる車が6,000台ですね。単純に

10ｍ１台とるということになると、これは60㎞で

すよね。 

  そういうことをシミュレーションしておいて、

昨日の相馬議員の中では渋滞は少ないんじゃない

かということは、私は非常に危惧しているところ

なんです。その辺、もう一度確認させてください。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 駐車場について

は、約3,000台の駐車スペースがございます。そ

れと、先ほど申しましたとおり、１日9,000台の

車が予定されるということでございまして、

9,000台が一遍に来るという計算になりますと、

そのような計算になりますけれども、やはり時間

的なずれがあるということで、そのうちの３分の

１がとめられるという形で、それとは別に駐車待

ちの車の待機スペースというものを敷地内に800

ｍほど設けてございます。それらを使いましてシ

ミュレーションした結果、影響は少ないであろう

という結論に達したものと聞いております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 私は今、非常に甘いなとい

うような感じがいたします。佐野の、当然アウト

レットで私も前から見てきまして、いろいろな情

報を聞いて、大分前からこの渋滞に関してはお話

ししていたと思うんですが、今のシミュレーショ

ンから言わせると、本当に私は甘いんじゃないか

なと思っております。 

  １つ、この那須ガーデンアウトレットでござい

ますが、これは事業主が、インターネットで流し

ているやつなんですけれども、これをちょっと読

ませていただきます。「首都圏リゾートに残され

た最後の好立地」ということでございます。「施

設のロケーションは東京から約180㎞、仙台との

中間地点に当たる栃木県の北部にあります。東京

からの交通の便もよく、東北新幹線で75分、自動

車でも東北道で２時間ほどの距離です。2009年に

は施設に直結した黒磯インターチェンジの新設も

予想され、きわめて好条件な立地といえるでしょ

う。また、積雪が少ないため１年を通じて安定し

た観光客を見込めます。事実、観光客の動員数は

同じ首都圏リゾートの軽井沢や八ヶ岳より多い年

間約1,300万人以上。そして自動車で１時間前後

の通勤圏内には約190万人の人口がある」という

ことで、非常にこの事業主さんの方では多くの方
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が来てくれるんだろう、多分来るだろうという、

こういうまた計画をしている中で、本当に先ほど

言われた渋滞対策をとって、私はもう少し事業主

さんの方にもそういう形を言っていただきたいと

思います。また、那須塩原市としての全体的なと

ころで、この渋滞対策はやはりこれから考えてい

くべきだと思っております。 

  そこで、何点か質問させていただきます。 

  ゴールデンウィークとかお盆の期間でございま

すが、ちょうど私のうちの方でありますが、横断

道路があります。これは今、３日の連休になって

もかなり混雑しているという状況でございます。

まさに、先ほども言いましたが、那須、塩原、板

室、こういう観光地をまさに真裏に持っておる地

区でございます。こういうことで、先ほどシミュ

レーションのお話が出ましたが、こういう広範囲

の渋滞の関係のシミュレーションというか、そう

いうものはやったのかどうかお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 実施いたしまし

た。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） その中で渋滞が起こらない

ということの答えが出たのかどうか確認したいと

思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） どうしてもお客

さんが平均的に来ていただくということにはなり

ませんので、やはり土日、ゴールデンウィーク、

お盆等に関係しますときにはかなり込むというこ

ともございまして、シミュレーションの中では特

に先ほどおっしゃいましたように、横断道路との

交差点、それから那須疏水パークの箕輪交差点、

それともう一つは那須塩原駅前の足銀の交差点、

この３カ所が特に混雑が予想される交差点である

ということにシミュレーションの中でもなってお

りまして、これらにつきましては、渋滞や混雑が

予想されるというような場合は、整理員を派遣し

て適宜交通整理を行いながら制限していくという

ような形で渋滞対策をとるというようなことで、

業者の方から提案がございます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ここで昼食のため休憩いた

します。午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時００分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長の発言があり

ます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 先ほどの答弁の

一部に誤りがありましたので、訂正させていただ

きます。 

  イオンの説明会に市としては参加していなかっ

たとの答弁を行いましたが、正式な市の立場では

参加しておりませんが、担当課の職員が参加して

おりましたので、訂正させていただきます。 

  なお、その質問等の内容につきましては、やは

り交通問題、それからテナントの問題、電波障害

の問題等が出されております。 

  以上、訂正させていただきます。 
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─────────────  ◇  ───────────── 

 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 安心しました。やはりそう

いうところに出ていていただいて大変よかったな

と思っております。今後ともぜひそういう形で、

ありましたら、正式な立場で私は出ていただきた

いなと思います。 

  変わりますが、渋滞の関係で再質問をしたいと

思います。 

  道路整備の関係でありますが、この地区、洞島

青木線があります。市の道路整備基本計画の中で

主要幹線道路、また広域環状ということで位置づ

けられております。渋滞、本当にこれから見てみ

ないとわからないと思いますが、まさに大渋滞に

なったときに、この洞島青木線の整備は非常に重

要になってくると私は思っております。この計画

について、今現在どのような計画があるのかお聞

かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 洞島青木線ということ

でございますが、洞島青木線につきましては来年

度から、本年度も現地の調査等入ってございます

けれども、歩道の整備を青木の方から整備いたし

まして、そして中村商店というのをご存じでござ

いますか、あそこまで一応歩道整備をするという

計画で考えております。その後、それが終了次第、

その下といいますか、中村商店から下の方へ那須

大学の方に向かいまして歩道を整備していくとい

うような計画にはなってございます。 

  あと、洞島青木線の中村商店から県道大田原高

林線までの整備につきましては、その後で整備計

画を考えています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 歩道整備の方は前からお話

を聞いていて、ある程度わかっておりますので。 

  先ほど言った渋滞の関係だと、基本的にはやは

り広域的ということで、蛇尾川を越えていくとか、

そういう計画の方をお聞きしたかったんですが、

お願いします。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） いわゆる洞島、

横林の方面のことだと思うんですが、これにつき

ましては、今後調査をいたしまして計画を立てて

いきたいということでございまして、現在のとこ

ろ具体的に決まっているわけでございませんので、

一応そのような計画を考えてございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。 

  まさに、この地区、きのう市長の方からもあり

ましたが、飛躍的に伸びてくるんだというような

お話がありました。ぜひこの広域的な道路の整備、

早目に進めていただけることを要望しまして、次

に移りたいと思います。 

  もう一度渋滞対策の関係でお伺いしたいんです

が、まさに那須塩原市も財政的に大変厳しいとい

う状況であるかと思います。まちづくり交付金制

度というのがあるかと思うんですが、担当の方は

当然わかっていると思いますが、この制度であり

ますが、最大で４割、国の方から交付金が受けら

れるという制度であります。平成16年度から実施

されている制度でありまして、那須塩原市におい

ても、西那須野駅の西地区、また塩原温泉地区で

すか、この制度を利用しているかと思います。こ

のアウトレット周辺、またこの渋滞対策というよ

うな形の中で、また観光の拠点づくりというまち

づくりの中で、こういう制度をぜひ利用してはい
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かがかと思いますが、この辺お伺いしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） まちづくり交付金事業

を実施する場合は、地域の中で重点的なまちづく

りが必要とされる区域における課題を把握しまし

て、目標を達成するため、具体的な指標、それか

らあと目標値を設定しまして、事業化をするため

の都市再生整備計画の作成が必要になります。 

  今回の大規模商業施設につきましては、交通対

策について、そういったことに関しましては関係

機関と協議を重ねて進出していることでございま

す。また、現在隣接している県、それから市にお

いて整備しております（仮称）黒磯インター周辺

整備、そういったことももう計画が決定してござ

いますので、そういったことから考えますと、あ

の地区の整備につきましてまちづくり交付金事業

による新たな事業を起こしてはということでござ

いますが、それについては若干なじまないんじゃ

ないか、そのように考えています。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 私、先日、県の方に確認し

ましたら、このインターの関係で渋滞対策をやる

事業があるというような話を聞きました。ぜひこ

の制度、先ほど部長の方から答弁がありましたが、

計画書の構想から作成など、最低でも一、二年か

かると思います。ぜひ私は研究、検討を重ねてい

ただいて、本当に那須塩原市の核になる地区であ

りますので、そういうまちづくりに対して利用で

もしていただきたい、これは要望だけ申し上げた

いと思います。 

  続きまして、雇用の関係でありますが、この大

型施設の進出に当たり、1,200から1,400人の雇用

が見込めるんじゃないかというような数値が出て

おります。この中で、これはわかるかどうかなん

ですが、実際に正社員とパート社員の率というか、

そういうものがもしわかりましたら、お願いした

いと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） そういう内容に

つきましては、具体的にわかりませんが、イオン

等については大体がパートであると聞いておりま

す。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。 

  雇用が見込めるということですが、今聞いたよ

うに、ほとんどパートさんということでございま

す。今、社会全体の中で労働者の格差ですか、こ

ういうことがかなり問題になっております。正社

員と、やはりパートさんや派遣労働者の待遇が大

きく離れまして、公正な労働基準の確立が急務に

なっております。市として、事業者に対して、今

の件も含めましてどのような働きかけをしていく

のかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） 地元からすれば

正採用職員というものが一番理想でございますの

で、企業等の事情が許す限り、そのような要望を

させていただきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 本当に今、労働者の格差と

いうことで非常に問題になっております。ぜひ市

の方からも強い働きかけをこの辺は要望しまして、

次に移りたいと思います。 

  組織機構の改革の件でございます。 

  これにつきましては、たくさんの議員の方から

質問がありまして、答えをいただいておりまして、

まさに組織機構を実施するということは正しい方

－194－ 



向性だと思っております。この中で見直し作業で

すか、この辺の関係で、まさに一番大切なことは

市民のサービスの低下、これがあってはならない

ということだと思っております。市民のサービス

の維持に対する検討事項はどのようなものがあっ

たのか、そしてどのような結果を得たのか、お聞

かせ願いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  組織については、これまでもいろいろお話し申

し上げてきましたですけれども、市民サービスに

低下を招かない、これが最も大きなポイントであ

ります。 

  そういう中で、これまでもご答弁申し上げてき

ましたですけれども、市民の皆さんと直結する窓

口、これにつきましては今回組織の合理化を図っ

ていきますけれども、この辺の体制については十

分これまでどおりサービスができるような体制と

いうことで、繰り返しになりますけれども、主に、

建設の部門とか産業部門の企画的なもの、それか

ら技術的な分野について集約を図るということで、

それぞれ市民と直結するその他の窓口につきまし

ては、各支所、本庁も含めてですけれども、全業

務が窓口が開いておりますし、体制といたしまし

てもこれまでと大きくは変わらない、こういうこ

とであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 答弁は前に聞いたとおりで

ありますので、ちょっと質問の内容を少し変えま

して聞きたいと思います。 

  支所の縮小、かなり人数が少なくなります。こ

れについて、災害時とか緊急時、かなりの迅速対

応が求められると思いますが、その辺の検討はな

されたのかお伺いしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） これもこの前から申し

上げておりますけれども、各支所では職員が20人

前後減っていく予定ではおりますけれども、その

中で緊急時、災害時ということで、総体で申し上

げますと、一番問題になるのは塩原支所だと思う

んです。西那須野支所は減りましても相当数の職

員がいますので、こちらは問題ないかと思うんで

すけれども、塩原につきましては若干減ってくる

ということで、ただ、いろいろ以前にこの問題に

限らず、塩原の防災、緊急時の対応については市

長等からもいろいろお話がありましたですけれど

も、その点なんかも当然念頭に置きながらですけ

れども、ただ、果たして何人いたらいいのかとい

う部分もあるわけでありまして、ただ、市といた

しましても、緊急時に対する対応として、これの

初動態勢につきましては別な計画がありまして、

支所ではもちろんそれぞれ対応しますけれども、

本庁といいますか、こちらからも職員が応援に駆

けつけるというような総体的な計画になっており

ますので、今回このまま組織が決定していくと同

時に、ただいま申し上げました市の方の計画につ

きましても見直しが行われて、支障のない初動態

勢がとれるようなことになっていくものと、こん

なふうに考えています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） まさに塩原は観光客がたく

さん入っているということで、大雨が出ると山が

崩れたり、雪が降ったり、いろいろな面で、やは

りかなり塩原地区、私、危惧しているところでご

ざいますので、ぜひともそういう対応をできるよ

うなスタイルをしっかり構築させていただけるこ

とをお願いしたいと思います。 

  もう一つ、本庁方式の関係でお聞きしたいと思
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いますが、企画部長から一番最初の方の答えの中

で、縦を強化していくんだ、縦割りを強化するん

だというようなことをお聞きしました。これは岡

部議員の方からもあったんですが、縦を強化する

のはいいんですが、まさに私は横、こちらの強化

というのが非常に重要じゃないかと思うんですよ。

市民のサービスにとりましては、やはり縦という

よりは横の関係をしっかりして総トータルで市役

所全体が市民のためになるような、そんな仕事を

するということが私は一番いいのかなと思ってお

ります。 

  そういう面で横の連携ですか、どのようにとっ

ていくのかということをお伺いしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 今回の見直しの中で、

それぞれ部の中で、企画部門なり政策部門は本庁

に集約するということで、今、議員からお話があ

りました縦が強化されるという部分は当然行政の

執行面ではありますけれども、私どもの組織全体

からすれば、これは当然今お話がありましたよう

に、横を強化していく、総合力を発揮する、総合

的に行政をやっていく、これは組織ももちろんで

すけれども、職員一人一人もそういうことでやっ

ていかないと、これからの時代は多分通用しませ

んし、市民の大きな力にはなっていけない、こう

いうふうに考えております。 

  形からはなかなか横というのを組織上あらわす

のは難しいですけれども、そういう精神で、今後

の職員につきましても人材育成基本方針の中では

そういった方向性も示しておりますし、私どもも

そういうことで行政の執行に当たっていく、こう

いうことであります。この点につきましては、組

織も含めましてトータル的に今後ともそういう考

え方で進めていきたいと思っています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。 

  先日、私、豊田市の方に行政視察に行ってまい

りまして、会議のあり方ですか、もちろん庁議、

一番上のトップの会議がありまして、その次に課

長レベルというか、一番仕事をする方のレベルの

会議をやっているというような話がありましたの

で、ぜひやはり横の関係、いろいろな職場があり

ますので、そういう横の関係ができるような会議、

そういうものをやるべきかなと私は思うんですが、

その辺お伺いします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 今回の総合計画の策定

についてもそうなんですけれども、それぞれ原案

的なものといいますか、最初の出発点はそれぞれ

の部署で考えるということになりますけれども、

それをそのほかの部といいますか、横でいろいろ

な立場の人間がそのものについて議論をしながら

つくってきた、このように思っております。総合

計画もそうなんですが、その他の今、いろいろ部

門計画も立てていますけれども、これも部内だけ

で議論するのではなくて、各部なるべく広い形で

それの検討会議なりというものを設置しながら、

それぞれの部門計画もつくっていく。こういう考

え方のもとで庁内の計画等もつくっておりますの

で、そういう部分では今後ともそういう考え方で

進めていきたい、そのように現在もやっている、

こういうことであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 現在もやっているというこ

とでありますが、やはりそういうものをしっかり

何かにとどめて、何月何日というか、１週間に１

回なら１回というような形の中で、やはり今やっ

ていかないと、実際にはこれからの本当に今、行
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政の中ではまさに横の行政、これが大切でありま

すので、ぜひそういう会議を私は設置していただ

きたいなと思っております。まさに、そういう横

串を刺すのは、私はリーダーシップだと思ってお

ります。市長、また副市長、この辺がぜひリーダ

ーシップをとって、そういう形をやっていただき

たいと思いますが、この辺に関してはどのように

感じますか。 

○議長（植木弘行君） 副市長。 

○副市長（折井正幸君） ただいまのご質問ですけ

れども、現在も会議等で周知徹底を図っていると

ころでございます。例えば、庁議あるいは部長会

議あるいは課長会議等の、これは規則の中で設置

を決めておりまして、それに基づいて実施をして

いるところでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。横をしっか

りやっているということで、了解したいと思いま

す。ぜひこれからもそういう形でやっていただき

たいと、このように思います。 

  続きまして、人員の適正化の関係でございます

が、先ほどの答弁の中で平成19年度実績で24人。

予定だと、目標の職員数が平成19年度だと150人

に対しまして126人、24人の減というような形が

出てきているということでございます。この定員

適正化の計画から言わせますと、非常に減ってき

ているのかなと私は思っております。やはり人数

を減らせばいいというようなことではないと思う

んですが、この計画自体が何年度にこういう計画

があるので、この人数でやっていけるというよう

な私は数字だと確信しておりますので、この辺も

う一度お聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  平成17年度から、平成17年４月１日の職員数

950人を平成22年４月１日には904人、46名の減を

図るといった職員定数適正化計画でございますけ

れども、この策定した時点では組織機構上との関

連で申し上げますと、庁舎が総合支所方式の中で

策定した計画でございました。３年経過して、一

部前倒しもございましたけれども、平成20年度か

らは本格的な大きな組織機構改革が行えるという

ことで、この適正化計画そのものも見直しの必要

性があるかなというふうに考えております。 

  それから、予想を上回る職員の減につきまして

は、定年退職者の実数についてはある程度の予測

ができましたけれども、やはり17年、18年度の中

で早期退職者がかなりの数おったということでご

ざいます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 定員の適正化計画について

は今後見直していくんだということでありますが、

ぜひとも人を減らすだけというような形ではなく

て、やはり市民に対してサービスを向上させる、

維持させる、そういうことを念頭に置いて、しっ

かり計画の方を立てていただきたいと、このよう

に思います。 

  また、今、定年以外で希望退職の方がふえてい

るというような形がありましたが、この辺、私、

この後の質問になるんですけれども、精神的な病

気とか身体的な病気で、先ほど人数、17年だと20

人ですか、18年だと20人、ことしが14人で職場復

帰している方が10人いるということでかなり減っ

てきているのかなとは思っておりますが、今やめ

られた方で、こういう形で精神的に病をなされて

しまってやめたという方はいるのかどうか、もし

わかればお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 
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○総務部長（田辺 茂君） お答えをいたします。 

  早期退職者の原因といいますか、理由と申しま

すか、自己都合ということで、もちろん家庭内の

問題とか、そういうことが一番多い理由だという

ふうに認識しておりますし、そのほかに病気を理

由に治療に専念したいということで退職された方

は何人かおりました。実数で申し上げることはで

きませんけれども、その中には当然身体的な理由

により治療に専念するということで退職される方

のほかにも、若干精神的な面も考慮して早期退職

者の方もいたかと、こんなふうに考えています。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） わかりました。 

  精神的な病気の関係でありますが、やはりこれ

は対策というか、予防なり、今そういう形の中で

どういうことをなされているのかお伺いしたいと

思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） メンタルヘルスは、公

務員のみならず、企業等においても大変重要な問

題ということで取り上げられておりますけれども、

本市においては、18年度から市の産業医として精

神科医の先生をお願いいたしまして、メンタルヘ

ルス研修会などを実施するほか、健康の、臨床心

理士によるカウンセリング、あるいは精神科医の

開発した自己診断のソフト、こんなものを職員に

貸し出しをするような対策をとっております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） ぜひ、かからないような対

策というのが私はやはり一番重要なんだろうと、

このように思っております。それには、私は職場

の雰囲気というのも非常に重要になってくるのか

なと、このように思っております。やはり職場で

職員が悩みや苦しみ、こういうものをぜひ気づく

ということが、これはいじめや何かでも同じだと

思うんですが、そしてそのものを解消する、こう

いうことがやはり職場には一番必要なことなんだ

ろうと思っております。そういう職場づくりとい

うか、そういうことに対してはどのような対策な

り対応をしているのかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） お答えいたします。 

  眞壁議員おっしゃるように、職場の雰囲気づく

りは仕事を進めていく上で大変大切なことだとい

うふうに考えます。その職場、職場の仕事の遂行

はもちろんですけれども、そういった職場で悩み

を抱える者、あるいはそういったものを早目にチ

ェックしてフォローしていくということで管理職

を対象とした研修会等を実施しております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） ぜひ、明るく楽しく元気な、

そういう職場をつくっていただきたい、このよう

に思います。 

  最後の項目になりますが、職員の労働条件の関

係でございますが、労働条件は変わらないという

ような話を聞いたんですが、合併により、合併後

でありますが、休暇取得がなかなかできなかった

り、時間外の労働がかなり増加した。これは労働

条件が変わらないというか、私は厳しくなってい

るのかなと思っております。最近、やっと落ち着

いてきたところだと思っております。組織機構改

革を今回やるということで、また休暇がとりづら

いとか時間外労働が増加する、このように思われ

ますが、先ほど労働条件は変わらないというよう

な話だったんですが、もう一度お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 労働条件ということで

すけれども、地方公務員上は勤務条件という扱い
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で施策を講じているわけでございますけれども、

通常の組織機構でその部門間の仕事の事務分掌の

移動とか、そういうことによって今後の中で仮に

時間外がふえるとか、休暇がとりづらくなったと

か、そういったことは今後の検証にお任せすると

いうことになりますけれども、通常の人事異動等

によって、配属先が窓口部門であるとか、あるい

は事業部門であるとか、あるいは管理部門によっ

て若干時間外がふえたりとか減ったりとか、休暇

が若干とりづらくなったということは現実にある

と思います。 

  しかし、昨年１年間の18年度の勤務条件の県内

14市の実態調査をしても、栃木県14市13町ですか、

全体の休暇の平均取得数が10.4日です。本市の場

合は11日ということで、そういうことでも県の平

均は上回っております。 

  それから、時間外ですけれども、これはまだ19

年度が年度途中ということもあり、17年度に対す

る18年度の比較ですと、時間数でも２万2,200時

間、金額でも約4,000万円近く減少しております。

さらに、19年度は18年度と比較しても、これより

も減少しているということで、基準年度が17年度

ですから、これは合併直後の年ということで、い

ろいろ異常な年でもあったということで、３年た

って事務の落ち着いた点とか、あるいは部門間の

本庁・支所間の連絡調整、そういったものの成果

があらわれてきているのではないか、こんなふう

にとらえております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） やはりことしになっては休

暇もとれるようになってきた、また時間外なんか

もかなり減少してきているということで、組織機

構、来年４月１日から始まります。また、やはり

逆に戻る可能性もありますので、ぜひそういうと

ころはしっかり管理していただいて、職員の方が

働きやすい、そういう職場をやっていただきたい

と思います。 

  今回のような組織改革におきましては、事務効

率を図り、組織のスリム化を図ることは目的であ

りますが、やはり職員の労働条件はよくなるとは

私は考えておりません。この組織改革を成功させ

るために、市民の理解とか協力は当然であります

が、職員の理解、協力、これは大変重要な要素だ

と思っております。 

  専門部会なんかで職員の意見はしっかり聞いて

いるというようなお話もありましたが、ある一部

でありますが、この内容につきまして余り説明を

されていない、また聞いていないという職員もお

りますが、これは全職員に対しましてどのような

説明をしているのか。またしていなければ、これ

からどのように対応するのかお聞きしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） お答えいたします。 

  全職員にということなんですけれども、私ども

は全職員に行き届いていると思っているんですけ

れども、当然最初のこの組織をつくり上げてくる

段階からの作業工程につきましてはご答弁申し上

げておりますし、それである程度骨子にまとめ上

げる段階なり、そういう段階段階で当然、部長会

議もそうですし、その下の検討部会、それから検

討部会から専門部会、こういう形でまとめ上げて

いく過程のもろもろの資料につきましては、全部

全職員に周知できるような体制でやっていますの

で、知らされていない職員、どういう観点から言

ったのかわかりませんですけれども、その点につ

きましては、私どもは全職員に行き届いていると

思っております。 

  以上です。 
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○議長（植木弘行君） ３番、眞壁俊郎君。 

○３番（眞壁俊郎君） 全職員に行き届いていると

いうことでありますので、私も詳しく聞いたわけ

ではありませんので、わかりませんが、やはりこ

ういう組織改革とか合併とかいうのは職員の方が

一番心配するところであります。ぜひ職員の方に、

まずは理解をしてもらう。このことがやはり組織

改革を成功させる私はかぎだと思っておりますの

で、ぜひその辺もう一度強く要望しまして、最後

になりますが、意見という形で言わせていただき

たいと思います。 

  今回の組織機構改革につきましては、人口の減

少時代の到来や少子高齢化の進展、産業廃棄物の

問題など、多くの問題を抱える中で、これからの

市民サービスの維持・向上のための那須塩原市総

合計画や行財政改革の実施に向けたものと理解い

たします。市民サービスの維持・向上と未来像で

ある「人と自然がふれあう やすらぎのまち 那

須塩原市」を目指すためには、何よりも職員の理

解、協力は大変重要であります。そのためには、

何よりも職員のモチベーションの維持・向上、こ

れは不可欠であります。 

  昇進・昇給が望めない中で、これからの自治体

職員は国の集権化の時代より、コスト面では安く、

質の面では高いと自信を持って言えなければなら

ない。このことは、まさに職員の皆さんのプライ

ドであると思います。市民が安全・安心に暮らせ

るための最後のとりでを守っている仕事をしてい

るということに自信と責任をぜひ持っていただき

たい、このように思います。 

  また、いい仕事ができる環境は、明るく楽しく

何でも言える職場が原点であると思いますので、

ぜひそのような職場をつくっていただき、お願い

しまして、私の一般質問を終了したいと思います。

ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で３番、眞壁俊郎君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 平 山 啓 子 君 

○議長（植木弘行君） 次に、10番、平山啓子君。 

〔１０番 平山啓子君登壇〕 

○１０番（平山啓子君） 議席10番、平山啓子でご

ざいます。 

  福祉行政について、２点ほどお伺いいたします。 

  ⑴災害弱者支援の対策についてです。 

  近年、少子高齢化が一層進むとともに、世帯規

模の縮小化も進行し、高齢者の単身世帯も増加し

ております。市民のライフスタイルの多様化やプ

ライバシーへの配慮などから、身近な交流やコミ

ュニケーションが希薄化し、地域において支え合

う機能が弱まりつつあります。 

  一方、ＮＰＯやボランティア活動への関心が

徐々に高まり、地域で支え合うグループ活動もふ

え、その活動の担い手として、豊富な知識と経験

を持った団塊の世代の方々や子育てを終えた主婦、

学生等の地域での活躍が期待されているところで

す。 

  地域福祉の充実に関する施策を推進するために、

那須塩原市地域福祉計画が策定されました。基本

理念として「ともに助け合い、支え合い、心豊か

に安心して暮らせる那須塩原市をめざして」と掲

げてあります。 

  この基本理念達成に向けて、市民、地域、行政

の協働により地域福祉の推進に取り組むための目

標として、「緊急時の支援体制の確立」とありま

す。３年前の新潟県中越地震がきっかけとなり、

高齢者など災害弱者の被害を防ぐための対応マニ

ュアル作成を県が呼びかけたところ、作成済みは
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４月現在で宇都宮だけしかなく、７割に当たる22

市町が未定とのことでした。さらに、ことし７月

の中越沖地震を受け、県は改めて対策の必要性を

呼びかけております。 

  そこで、①災害弱者の被害を防ぐための本市に

おいての現在の対応マニュアル作成の進捗状況を

お伺いいたします。 

  ②災害弱者への支援体制の実態についてお伺い

いたします。 

  ③要援護者に対する支援組織についてお伺いい

たします。 

  次に、⑵視覚障害者等の情報バリアフリー化に

ついてお伺いいたします。 

  我が国の視覚障害者は約30万人と言われており

ます。病気を原因とする中途失明者の増加などに

より点字を利用できない人が全体の９割を占めて

います。ほとんどの視覚障害者は各種の契約書や

申請書、請求書、税金や年金、公共料金の通知、

防災・防犯情報、行政サービス情報、医療情報な

ど、その内容がわからず、著しい情報格差にさら

されております。 

  そこで、本市の情報バリアフリー化についての

取り組みをお伺いいたします。 

  ②視覚障害者の情報取得のための公文書等への

音声コードの普及計画についてお伺いいたします。 

  音声コードとはＳＰコードともいい、約800か

ら1,000文字の情報を記録できるバーコードです。

バーコードは、約２㎝四方の大きさで、専用ソフ

トを使い、パソコンで文書を作成すると自動的に

添付されます。点字印刷と比べると、大幅なコス

ト削減になります。このコード専用読み上げ装置

を通せば、音声で内容が聞こえるというものです。

この装置は、日常生活擁護給付事業の補助対象機

器にも認定され、実費の１割負担で買うことがで

きます。 

  ちなみに、これが自動読み取り装置なんですけ

れども、これが補助対象事業に備えられて、条件

はありますけれども、これは９万8,000円もする

機械なんですけれども、それの約１割負担で手元

に買うことができるということです。この自動読

み取り機にＳＰコード、音声コードがここについ

ているんですけれども、バーコード、これをここ

に差し込んで電源を入れると、男性、女性の声も

選べて、ゆっくり、早くとかも選べて、その情報

を耳で聞くことができるすばらしい機械です。 

  また、読み取り機のことなんですけれども、ま

た③に移ります。 

  それで、その読み取り機を公共施設への設置計

画と、また個人の助成制度について３点お伺いい

たします。 

  よろしくお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） 10番、平山啓子議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、福祉行政の⑴災害弱者への支援対策

についてお答えをいたします。 

  まず、①災害時要援護者対応マニュアルについ

てでありますが、当該マニュアルは近年、ひとり

暮らしの高齢者など、災害時要援護者の被害が相

次いでいることから、自然災害が発生した場合に

迅速かつ的確な対応を図れるよう策定しているも

ので、県内では宇都宮市、鹿沼市で策定されてい

る状況にあります。本市におきましては、まだ策

定に至っておりません。今後、準備を進めてまい

りたいと考えております。 

  次に、②、③災害弱者の支援体制、支援組織に

ついてでありますが、災害弱者を守っていくため
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には日ごろから行政と地区の民生委員、児童委員、

ボランティア、さらには地域住民それぞれが連携

をした支援体制の構築が重要であると考えており

ます。本年は民生委員、児童委員の「災害時一人

も見逃さない運動」の一環として、市内全域で災

害時支援連絡票の作成を進めております。この連

絡票の個人情報につきましては、災害時に公共機

関への提供をすることについて、本人の同意を得

ておりますが、取り扱いには十分留意をする必要

があると考えております。 

  今後、ひとり暮らしの高齢者及び高齢者世帯の

台帳活用による組織連携、連絡体制の整備等とあ

わせて、避難支援等に対応できるよう災害弱者、

要援護者の情報として自主防災組織や消防署など

の関係機関との共有、活用を検討していきたいと

思っております。 

  また、災害時はもちろんのことでありますが、

要援護者に対しましては、通常における支援につ

きましても重要であると認識をしておりますので、

関係機関とも連携を図りながら要援護者の把握に

努めるとともに、適切な支援に努めてまいりたい

と考えております。 

  このほかにつきましては、市民福祉部長より答

弁いたさせます。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） それでは、２点目

の障害者等への情報バリアフリー化について、３

点ありましたので、順次お答えいたします。 

  １点目の関係ですけれども、現在、市では障害

者地域生活支援事業の中で障害のある方で在宅の

方に対してでありますけれども、日常生活の便宜

を図るために日常生活用具の給付を行っておりま

す。 

  情報のバリアフリー化の手段といたしましては、

視覚障害の方には主なものとして活字文書読み上

げ装置、拡大読書器、ポータブルレコーダー、情

報通信支援用具、点字図書などを、また聴覚障害

のある方には屋内信号装置、電話に接続する通信

装置、情報受信装置などの給付を行っております。

給付に当たりましては、原則１割の自己負担が伴

うことになっており、世帯の収入や市民税の課税

状況により負担の上限額が決定されます。このほ

かに、コミュニケーション支援事業の中で要約筆

記奉仕員の派遣等も実施をしております。また、

社会福祉協議会とボランティア団体が協力して行

っている声の広報や、多くの市民が対象となる講

演会で手話通訳者の活用などが行われております。 

  ２点目の音声コードの普及計画についてであり

ますが、活字文字読み上げ装置に対する、俗に言

うＳＰコードにつきましては視覚障害者向けのパ

ンフレットや図書に見られますが、ご質問の公文

書への採用については今後研究してまいりたいと

いうふうに考えております。 

  また、３点目ですけれども、公共施設への活字

文字読み上げ装置の配備につきましてですけれど

も、ＳＰコードの普及状況にあわせまして、これ

についても研究してまいりたいというふうに考え

ます。 

  引き続き、当該制度の中で対象者の把握、利用

の拡大等についての検討を加えながら、要望にこ

たえてまいりたいと考えております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） それでは、最初に福祉行

政の⑴の災害弱者支援の方から。 

  今回、策定に当たりまして、2005年、ちょうど

那須塩原市合併当時に当たるんですけれども、き

っと忙しくていろいろできなかったんじゃないか

とは思うんですけれども、2005年１月から２月に

かけて、県が支援体制の実態調査を行いました。
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確かに忙しかったと思うんですけれども、災害時

にどうしても手助けが必要かどうか、高齢者の今

の状態までを把握しているような実態調査があり

ましたけれども、これは本市においては実行した

のでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  今、議員がおっしゃられたようなことでは実施

をしておりませんけれども、高齢者に限って申し

上げますと、平成17年度から高齢者世帯、ひとり

暮らしの高齢者世帯、それから高齢者のみの世帯

の調査を、台帳化するために調査を行いまして、

その中で災害等にその台帳を活用していいかどう

かという同意等もとりますので、それが今、議員

がおっしゃられたような調査にかわるものである

というふうには思っております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） この実態調査は当時、合

併47市町あったんですけれども、やはりいろいろ

な理由があって３分の１しか調査ができなかった。

県全体としてもそうだったというのは報告があり

ました。また、それを踏まえて2006年ですか、や

はりこの実態調査を踏まえて、市町村ごとに災害

弱者への対応マニュアル作成のガイドラインもお

示しがありました。それを各市町の担当部局の方

に説明会も実施したというふうに聞いております

けれども、担当部局の方は当然行っていると思う

んですけれども、この説明会には参加しているん

でしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  その会議には参加をしております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 一番最初に宇都宮が３月

に策定されて、今回８月に鹿沼市が策定済みとい

うことなんですけれども、やはり何かがないとな

かなか腰が上がらないんだと思うんです、すべて

が。 

  それで、鹿沼市の場合は、たまたま７月に起き

た中越沖地震で個人情報保護を理由に自治体が要

援護者名簿を外部に提供することを拒んだために、

安否確認とか、やはり避難支援が不十分なために、

とうとい命を失った。こうした事態をやはり鹿沼

市は絶対避けようということで、緊急に災害時の

要援護者対応マニュアルを策定したということを

聞いております。本市におきましても、那須災害、

何年か前の大きな那須災害ですね、それからブリ

ジストン大火というのを体験しているわけなんで

す。だからこそ、これは大事なことなので、やは

り早急に対応すべきではないかなと思うんですけ

れども、現在まだ未定ということなんですけれど

も、いつごろまでに策定するご予定なのか、お願

いします。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  期日については正確には申し上げられませんけ

れども、現在、その手始めとして、先ほど市長答

弁にありましたように、「災害時一人も見逃さな

い運動」による連絡票等の作成です。それから、

現在塩原を除いて黒磯地区、西那須野地区につい

て高齢者の方の台帳化のための調査も終わりつつ

ありますので、そういったものを参考にしながら、

地域福祉計画に基づいた形でこのマニュアルを作

成していく必要があるというふうに思っています。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 要援護者名簿というか、

これはかなりの作業というか、労苦を伴うもので、
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とても行政だけでは難しいので、ただいま答弁に

もありましたように、民生委員さんの力、また地

域の力をかりて、現在聞き取りみたいなものをや

っているということなんですけれども、ひとり暮

らし、高齢の二人暮らしでありますけれども、ど

のような形のお力を今かりて名簿作成というか、

当たっているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） 高齢者の任意の台

帳ですけれども、当然、民生委員、児童委員の協

力によって、今、調査をして台帳化を進めており

ます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 要援護者の対象者という

のは、大体本市においては何人ぐらいの見込みで

すか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） ひとり暮らしの高

齢者世帯、それから高齢者のみの世帯、合わせま

して約6,000世帯ぐらいあります。それから、要

援護者の中でも障害者につきましては、約5,000

名ぐらいおりますけれども、全員がその対象とい

うふうにはとらえておりませんので、そのうち２

割、３割程度なのかなというふうには思っており

ます。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） これは相手がいることで

すし、同意がないと支援のしようがないというと

ころから、民生委員さんのお力を今かりているん

ですけれども、民生委員さんだけの労力では間に

合わないんじゃないかなと思うんですけれども、

このネットワークというか、民生委員だけではな

くて、そのような新たな協力関係者というのをも

っと広げるということにはいかないんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  とりあえずということではないですけれども、

要援護者に日常深くかかわっている民生委員、児

童委員の方に協力をいただいて調査をした上で、

なおかつ今後自治会長、そのほか関係団体等にも、

必要があれば呼びかけをして、台帳化も含めてマ

ニュアル等を作成するということになると思いま

す。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） やはり民生委員さんもた

くさんの人数を抱えている地域もあります。そう

いう中で、寒さに向かって大変なので、民生委員

さんだけの力では到底無理なので、やはり地元の

地域力をおかりする以外にないと思うんです。そ

こで、自治体、行政、社協の連絡したネットワー

クづくりが大事だと思うんです。 

  そこで、要援護者の支援班を設置しなくてはい

けないということも、その行動計画の中にあるん

ですけれども、この件に関してはどうでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  支援班をつくるかどうかということはこれから

の話ですけれども、地域福祉計画を進める中で、

社会福祉協議会が主体となって行動計画も作成す

る予定でおりますので、20年度以降になると思い

ますけれども、そういった中で災害被災者の支援、

そういったものも社会福祉協議会が主体となって

それを担うということにもなっておりますので、

社会福祉協議会と十分連携をとりながら進めてい

きたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 
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○１０番（平山啓子君） あと、この間の防災計画

書によると、自主防災組織が17年度ですか、あれ

は31組織があるというふうに載っていたんですけ

れども、日にちが過ぎたので、現在の数、またこ

の自主防災組織が理想としては何団体ぐらいあれ

ば、幾つぐらいあれば理想なんですか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 自主防災組織の組織化

に関する質問ですので、私の方でお答えしたいと

思いますが、自主防災組織については、全部で黒

磯、西那須野、塩原地区で32の地区で設立をされ

ております。ただ、設立には至っておりませんけ

れども、自主防災活動の補助金がございます。こ

れにつきましては本年度も87の団体でこの補助を

受けて活動しているということで、自主防災組織

化には至らないですけれども、自主防災につなが

る活動を行っている団体はかなりの数に上ってい

るということでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ２時０２分 

 

再開 午後 ２時１２分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） では、引き続き質問いた

します。 

  地域福祉計画書の策定に関して、市民の地域福

祉への参加状況とか実態を把握するためというこ

とで、市民意識調査が平成18年10月から２週間か

けて18歳以上の男女2,000人を対象として行われ

ました。回収率は40％に満たなかったんですけれ

ども、やはり回答者はどうしても関心が深い40代、

50代、60代の方の回答でございました。その問い

の中で災害時や救急時における高齢者、障害者の

支援体制について、あなたはどう思いますかとい

うことで、その中の答えで最も多かったのが、や

はり行政だけではとても無理だと。そこに民生委

員さん、自治会、社協などのネットワーク構築に

向けて連携したネットワークづくりが本当に大事

だということが答えの中にありました。 

  これからの時期、毎日のように消防ポンプが出

動して、火災の事故が各地区で本当に相次いでお

ります。そこで、いろいろな、これから防災に関

しての講演会とか、そういうのも盛り込まれてく

ると思うんですけれども、先日、下野新聞をごら

んになったと思うんですけれども、栃木市が防災

士の取得ということで載っておりました。ごらん

になったと思うんですけれども、市長みずから全

職員を対象に５年がかりで、700万の予算なんで

すけれども、市長を先頭に講習を受けて、防災士

の取得をするという記事が載っておりました。い

ろいろな意見もありましたけれども、このような

記事なんですけれども、この点について市長のお

考えはどうでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 防災士としての市づくりと

いうことなんだろうというふうに思っております

けれども、現在の防災組織上の話でございますけ

れども、市が防災組織のそういう講習を受けると

か、そういうことを進める考え方にはまだ至って

おりません。人数的に防災的な立場から申し上げ

ますと、先ほど災害時の救援、支援体制というこ

とになりますと、やはり消防組織が一番優先的な

形になるんだろうというふうに思います。 

  防災上の組織の中では、市は市としての独自の
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組織を持っておりまして、災害対策本部、さらに

は先ほど出ておりましたように、各支所において

もさまざまな災害に対する防災の指揮命令系の部

分に当たるんだろうというふうに思っております。

そういうものの中から、これからその先が消防団

あるいは消防署、あるいはボランティア活動の皆

さんに現場での活動はお願いする形ということで、

体制としては、私はそういう体制で今臨んでおる

というふうに思っております。そういう意味で、

防災に対する意識づけはさまざまな部分で職員も

されておるというふうに思っておりますし、そう

いう中で、市の職員がそういうものをつくってこ

うだという改めた考え方は現在のところ持ってお

りません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 栃木市の場合は県内初め

てということなんですけれども、防災計画にあり

ますように、例えば行政はいざというときは基本

的なことは法に基づいて防災計画の中での行動で

すけれども、栃木市の場合は他の地域での災害支

援活動などで役に立つこともあるということでの

防災士の取得に踏み切ったのであろうと思います。

また、東京に大地震が起きたということを想定し

て、そのときは栃木県に栃木県と同じ人口の方が

結局、避難されてくるというようなことで、その

ような発想になったそうです。 

  では、市としてはそういうお考えはないという

ことなんですけれども、自主防災組織のリーダー

に、例えばそういう防災士の資格取得をしていた

だくというような市のお考えはどうでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（田辺 茂君） 自主防災活動支援補助

金として地区に交付をしているのは、万が一のた

めに地域で自主的に防災活動をするということの

ための予備的な事前訓練という形で、そういった

活動をお願いしているということでございまして、

あくまで主体は地域ということでございます。と

いうことで、そういったものへの参加あるいは取

得に対する意欲というのは、地域の判断にお任せ

したい、こんなふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） わかりました。 

  その策定なんですけれども、やはり策定はしま

した、その後の作業が、逆に一人一人の聞き取り

調査とか、それに対する要援護者、また支援の方

の名簿づくりとか、大変な作業が待っていると思

われます。そのような中、各地域の民生委員さん、

また地域の方の力をおかりして計画を策定してい

くわけなんですけれども、災害を経験しているこ

の那須塩原市は、一日でも早く防災の策定をすべ

きではないかと思いまして、次の質問に移ります。 

  情報バリアフリー化についてですけれども、先

ほど答弁の中で、視覚障害者、聴覚障害者、弱視、

そういう方のために、やはり日常生活用具の中で

いろいろな面で対応している、また手話とか点字

とかなんですけれども、例えば視覚障害者の方に

対してのいろいろな市からのお知らせがあります

ね、そういう封書、それと特に障害者手帳などに

は点字の入力がしてあるんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  市民への市からの通知等につきましては、点字

で読み取れるというような処理は現在のところ、

しておりません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 先ほども言いましたよう

に、やはり点字を読み取れるという方はごくわず
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かですけれども、同居家族の方がいる場合は、帰

って来て、これは何だろうと読んでもらえるとい

うのもありますけれども、例えばひとり暮らしの

視覚障害者で、まるっきり見えないという方なん

かは、例えばボランティアのヘルパーさんが来る

まで時間がありますよね、毎日来るわけではない

し。そういう方の力をかりないと、できないとい

うのもあります。また、そういうところからも、

やはりこの音声コードの普及が今、全国的に広ま

っているわけなんです。 

  例えば、あとは聴覚障害者です。聴覚障害者の

方がもし支所の、例えば窓口に来た場合の対応な

んかはどのようにしているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  筆談で処理をする場合とか、あとは聴覚障害者

に対応するための相談等を受けるＮＰＯもおりま

すので、そこに連絡をしていただいて、一緒に役

所の方に出向いてもらうということで処理等もし

ております。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） そうすると、やはり急な

用事はお手伝いの方がいないとできないというこ

とになりますよね。やはり窓口でそういうような

方が来ても、手話の通訳ができるような人を置く

というか、また職員の方にそういう手話通訳の取

得をしてもらう、講習を受けてもらうというよう

なお考えはないんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  一般的な手話の講習会等はボランティア団体等

で実施をしておりますけれども、市職員対象とし

て福祉部サイドで研修会を持つという計画は今の

ところありません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） やはりこれはぜひとも、

全部の方というわけにはいかないので、何人かの

方にやはりいつでもそういうような、例えば外国

人が来れば英語ができる方がぱっといるとか、や

はりそういうような対応もぜひしていただきたい

と思います。 

  このＳＰコード、音声コードなんですけれども、

これは今回の障害者自立支援法の円滑な運用を目

指すということで、特別対策の中で視覚障害者等

の情報支援緊急基盤整備事業というのが盛り込ま

れて、これが100万円を限度に10割補助で予算化

されました。これは2006年度の補正予算で２月か

ら成立したわけなんです。これで各都道府県また

は市町村が実施主体となり、2007年、2008年度の

２年間で視覚障害者や聴覚障害者らに対する点字

や音声、手話などによる情報支援を行うための必

要な機器やソフトの整備を行うものとして全国的

に行政文書への音声コードの添付とか、活字読み

上げ機の装置設置に今現在、取り組んでいるとこ

ろなんですけれども、これは人口が多い少ないに

かかわらず、全国の市町村に100万円の補助が全

額おりておるわけなんですけれども、本市におい

ても、当然申し込み期限もありますし、この申請

はしてありますよね。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  その制度につきましては存じ上げておりまして、

申請を現在しております。この事業をどういうふ

うに生かすかということも含めてですけれども、

音声コードそのものがまだまだ普及しておりませ

ん。そういうことで、その前の段階でボランティ

アの方にお手伝いをいただいて、この事業で実施

をできるといいますか、そういった方法といいま
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すか、機械によってはソフトをボランティアによ

って手配していただいて、ソフトを作成する。そ

のソフトをコピーするとかして障害者にそれを利

用してもらって、この機械を通して音声に変える

とか、そういった方法もあるようですので、事業

も含めて今20年度、今言いましたように、市とし

て申請をしておりますけれども、その活用方法に

ついて現在勉強している状況であります。 

  以上であります。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） この２年間で100万ずつ

おりるわけなんですけれども、これはあくまでも

視覚障害者、聴覚障害者に対する補助事業という

ことで、これがちょうどそれに当てはまります。

100万円の中を、とにかくＳＰコードの普及のた

めと、また音声読み取り機、またはいろいろなソ

フトのための事業の補助なんです。やはりそれを

どのように活用するかは、こちらのあれなんでし

ょうけれども、主にそちらの方に使うということ

なんですけれども、例えばこの読み取り機でした

ら１台10万円なんです。そうすると、100万円だ

といっても、極端な話、10万円なわけです。また、

ＳＰコードをつくるためのソフトが無償のもあり

ますし、調べると7,000円ぐらいでできるのもあ

りますし、いろいろな活用法ができると思うんで

すけれども、内容というか、100万円の中身とい

うか、どのように使うんですか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） 現在、大枠で100

万円という話がありまして、それについて具体的

にこういったものをというところまでは、実際の

ところいっておりません。 

  先ほど来申し上げましたように、音声コードそ

のものがまだまだ普及されておりませんし、現在、

読み取り装置そのものが障害者、視覚障害者です

けれども、17年度に２台給付をして、18、19年度

とまだ一台も給付をしていないような状況にあり

ますので、今、この事業を立ち上げるとあわせて、

障害者にＰＲをして、こういったものが本当に必

要かどうかということも含めてＰＲもあわせてや

っていかないと、せっかく導入しても活用されな

いというのでは困りますので、そういったものは

あわせて今現在研究をしているところであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） この読み取り装置が17年

度で２台なんですけれども、これはあくまでも所

得制限とか、対象者が１級、２級の障害者手帳と

いうことなんですけれども、この２台の方は特別

市でＰＲはしているわけではないですよね。どう

いうところからわかったのかなと思って。申請し

ないといただけませんものね。ここら辺はどうい

う方がご使用なさっているんでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  障害者、それぞれのネットワークを持っており

ますので、多分障害者、個人的にこういったもの

について特に知りたいとか、そういう願望のもと

に、今こういう処理がされている文書そのものが

そんなに極端に多いわけではありませんので、こ

の部分が勉強したいんだとか、知りたいんだとい

うことから、個人的に求められたと。当然、給付

の対象にはなっておりますけれども、そういう形

ではないかというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） 先日、全盲の方にお会い

して、いろいろな状態を聞いてまいりました。 

  それで、こういう機械があるんだよと言ったら、

その方は点字ができる方なんですけれども、初め
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て見た、おれも欲しいなと言われたんです。でも、

こういうのはやはり申請しないともらえないこと

であるし、全然ＰＲがなされていなければわから

ないですよね。あくまでもそういうような、どこ

かから聞いて、その方はいただいたと思うんです

けれども、やはり何でもお知らせしなければ、ま

して目が不自由なんですから、わかりません。ま

た、そういうお付き合いもなければわからないと

思うんですけれども、このＳＰコードが今、全国

的に普及しているということで、企業もカタログ

なんかにも添付されます。 

  また、医薬品です。あくまでもどうしても目が

不自由なので、薬を間違って飲む事故が多いそう

なんです。そこで、医薬品の部門の薬剤情報にも

100％添付して都立病院あたりから、今月２月に

はもうスタートしたということなんです。まして

これは栃木県にはまだ無理だったのかもしれませ

んけれども、ことしの参議院選から選挙広報紙に

全文を音声コード化してそれを発行して大変喜ば

れているというような声も聞いております。 

  先ほどボランティアの方にお力をかりてと言い

ましたけれども、ＳＰコードをつくるのはすごく

簡単らしいんです。だから、例えばそういう関係

部局において、また盲人の協会の方にご連絡すれ

ば、派遣して勉強会に来てくれるそうなんですけ

れども、ぜひともこういう勉強会を開催してみて

はどうでしょうか、その点は。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  今、議員がおっしゃられたようなことも含めて、

今後十分研究をして、先ほど申請等もしておりま

すので、十分活用を図る意味でいろいろな情報を

入れながら、部局としてこれから、まだまだ勉強

不足のところがありますので、研究をしていきた

いというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） あと、日常生活用具の給

付補助対象なんですけれども、あくまでも１級、

２級というのが限定されていますね。あと、所得

も関係あるんですけれども、この対象外の方が例

えばこの読み取り機を購入したいと。そういうと

きに市として、もうちょっと枠を超えた一定割引

で助成するというようなお考えはありますでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  全部研究するという答えしか申し上げられない

んですけれども、今おっしゃられたようなことも

含めて障害者によりよい生活を営んでいただける

ように頑張っていきたいというふうに思います。 

  この機械とか、そういったものは日々進歩して

おりまして、余り手を煩わさないで音声に変える

という装置等も研究されておるようですので、そ

ういったものも十分情報を入れながら、整備等も

進めていきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 10番、平山啓子君。 

○１０番（平山啓子君） ぜひとも一日でも早く、

せめてこのＳＰコード、音声コードの普及と読み

上げ機をせめて庁舎に１台ぐらい置いて、その啓

蒙普及にぜひ当たっていただきたいと思います。

やはり視覚障害者ばかりでなく高齢者の方にも、

どうしても活字が苦手だという方にも、本当に最

新のユニバーサルデザインではないかと思うんで

す。やはり視覚障害者の方も健常者との情報の格

差をなくすためには、一日も早い音声コードの普

及をぜひ那須塩原市から発信してもらいたいと思

います。 

  やはり障害者の方も自分で情報を知る権利があ

－209－ 



ると思います。だれの手もかりないで、自分で自

分の情報を知るということもすばらしいことだと

思うんです。また、これは高齢者の方も含めてで

すけれども、とにかく音声コードというのは最新

の情報のユニバーサルデザインだと思いますので、

那須塩原市もぜひ前向きに検討していただいて、

早速本庁に設置をしていただきたいと思います。 

  それを要望いたしまして、質問を終わります。

よろしくお願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 以上で10番、平山啓子君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 君 

○議長（植木弘行君） 次に、５番、髙久好一君。 

〔５番 髙久好一君登壇〕 

○５番（髙久好一君） 皆さん、こんにちは。５番、

髙久好一です。ただいまから一般質問を始めます。 

  戦前の日本が、当時満州と呼ばれた中国北部や

中国全土で侵略戦争に続いて、アメリカやイギリ

スを相手にした太平洋戦争を開始した1941年12月

８日から66周年を迎えました。きょうは1937年７

月の蘆溝橋事件から70周年に当たり、12月13日、

あすは日本軍が当時中国の首都南京を攻撃し、多

くの軍人や民間人を殺りくした南京大虐殺から70

周年を迎えます。1931年から始まった満州事変と、

それに続く日中全面戦争、さらには太平洋戦争ま

で15年にわたった日本が侵略したアジア・太平洋

の国々では2,000万人の犠牲者を含む多大な損害

をもたらし、日本国民の犠牲者は310万人に上り

ました。 

  日本は、戦後、日本の政府の行為によって再び

戦争の惨禍が起こることがないようにすることを

世界に誓って再出発しました。ところが、自民党

政府は15年戦争が侵略戦争であったという歴然と

した事実さえ認めず、21世紀になっても、なお世

界から戦争の責任を問われ続けています。侵略戦

争と植民地支配の反省を貫くことは、日本が世界

で独立国としての役割を果たしていくために、ま

すます重要になっています。そのためには、まず

事実を直視し、正面から向き合うことです。 

  日本軍の慰安婦問題や沖縄戦での教科書検定で

は、集団自決から軍の強制を削除した検定意見に

何の根拠もなかったことが明瞭になっています。

日本軍の慰安婦問題で日本軍の強制性を否定した

安倍首相に対して、アジアだけではなく、アメリ

カやオランダに続いて、最近ではカナダの下院で

も日本政府に真摯な謝罪を求める決議が全会一致

で可決されています。 

  沖縄では11万人を超す県民が参加する復帰後最

大規模の集会が開かれ、「おじい、おばあはうそ

を言っていない。日本の歴史の真実が醜いもので

あっても学びたい、そして伝えたい」という高校

生の訴えは、沖縄のすべての行政と平和を愛する

国民の心を奮い立たせました。 

  「過去に目を閉ざす者は、未来に対してもやは

り盲目になる」、ヴァイツゼッカードイツ連邦大

統領の侵略戦争を反省した有名な1985年の言葉で

す。事実に向き合わないで歴史を生かすことはで

きません。 

  日本共産党は、侵略戦争に命がけで反対したた

だ一つの政党として、一切の歴史の逆流を許さず、

平和を実現するために全力を尽くす決意です。那

須塩原市の市民の平和で健やかな暮らしを守れる

よう願い、質問をするものです。 

  １、産廃対策について。 

  産廃処分場の設置計画、事業拡大計画が相次ぎ、

対策の強化と市民への支援拡充が求められていま

す。市の具体的な対応を伺います。 
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  ①11月15日に行われた産廃阻止市民集会に対す

る評価を伺います。 

  ②運動を起こせていない地区に対して、どのよ

うに支援していきますか。 

  ③今後、国や県に対する要請はどのように行っ

ていきますか。 

  ２、学校教育についてです。 

  ⑴全国学力テストについて。 

  ①結果が公表され、どのように評価しています

か。 

  ②情報開示請求が出された場合の具体的な対応

と配慮について伺います。 

  ③正答率の公表により、自治体間、学校間の点

数競争の激化が懸念されています。その対策はど

うしますか。 

  ④県は独自に小学５年生、中学２年生の学力テ

ストを決め、父母からは懸念の声が出ています。

那須塩原市は参加すべきでないと思いますが、対

応を伺います。 

  ⑵いじめ対策について。 

  ①那須塩原市の現況と課題について伺います。 

  ②昨年の６倍、新基準でどこがどう変わるので

すか。 

  ③子どもの最善の利益を尊重する子どもの権利

委員会からの勧告をどのように受けとめています

か。 

  ３、妊婦健診についてです。 

  妊娠して産科にかからず、一度も健診を受けず

に陣痛を迎える未受診分娩がふえつつあります。

現状と課題について伺います。 

  ①那須塩原市が妊婦健康診査を５回とした理由

は。 

  ②厚労省は自治体に対し、健診は14回が望まし

く、公費負担も５回以上を原則にとしているが、

今後妊婦健康診査をふやす計画はありますか。 

  ４、霞ヶ浦～那珂川導水事業についてです。 

  霞ヶ浦の浄化を目的に那珂川の水を融通させる

計画で、取水口からふ化したばかりの子鮎が吸い

込まれ、天然鮎漁への被害が懸念され、環境汚染

や外来魚の流入など、那珂川の生態系破壊が心配

されています。栃木、茨城両県の漁業関係者らも

取水口建設反対の声明を発表し、那珂川の鮎を守

れと工事中止の訴えをしています。那須塩原市の

対応を伺います。 

  以上で１回目の私の質問を終わります。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

〔市長 栗川 仁君登壇〕 

○市長（栗川 仁君） ５番、髙久好一議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  私からは、４の霞ヶ浦～那珂川導水事業につい

てお答えをいたします。 

  現在、霞ヶ浦の水質改善や那珂川の渇水対策と

もに、都市用水を確保するため、霞ヶ浦と那珂川

を結ぶ導水事業が進められておりますが、本市に

おける那珂川や箒川においても、天然鮎の遡上に

対して導水事業による影響は大変懸念をされると

ころであります。 

  本事業の目的である水質の改善や渇水対策と同

時に、水産資源への影響を防止することや、漁業

関係者などの理解を得ることも大変重要なことで

あると考えておりますので、本市といたしまして

も関係機関と協議をしてまいりたいと考えており

ます。 

  このほかにつきましては、教育長、生活環境部

長、市民福祉部長より答弁をいたさせます。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 私の方から、２の学校教

育について、⑴、⑵についてお答えいたします。 

－211－ 



  まず⑴の①と③は関連しておりますが、本調査

の評価及び点数競争への対策については、山本は

るひ議員のご質問にお答えしたとおりでございま

す。 

  ②の情報開示請求が出された場合の具体的な対

応と配慮についてのご質問にお答えします。 

  情報開示請求が出された場合は、本市の情報公

開条例に基づき対応いたします。その際、平均正

答率等の数値によるデータは開示せず、領域や評

価の観点などを加味し、その分析結果のみの開示

と考えております。 

  ④の県独自の学力テストについて、ご質問にご

ざいますような学力テストに関する正式通知は、

現在のところ、本市教育委員会に届いておりませ

ん。今後、正式通知がありました時点で、本市と

しての対応を考えてまいります。 

  続きまして、⑵の①から③にお答えいたします。 

  ①の現況と課題についてでございますが、平成

19年６月末に全校を対象にした聞き取り調査では、

小学校で８件、中学校で５件の認知件数が報告さ

れております。課題は、より一層の未然防止に努

めることです。各学校において、いじめ・不登校

対策委員会の設置や教育相談、アンケート調査を

実施し、児童生徒たちとの対話を通して未然防止

を図っております。 

  ②について、平成18年度調査から、いじめ問題

については発生件数から認知件数に変わりました。

より一層、いじめられた児童生徒の立場に立って

判断が行われることになったために件数がふえた

ものと、こんなふうに考えております。 

  ③子どもの権利委員会からの勧告についてでご

ざいますが、子どもの権利条約でうたわれている

生きる権利、育つ権利、守られる権利、参加する

権利、これらはどれも学校教育の中で大切なもの

だと考えており、今後も教育活動との関連を図っ

ていきたいと、こんなふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私の方からは、１

番の産廃対策についてお答えをさせていただきま

す。 

  ご質問は３点ございましたが、①の市民集会に

対する評価、及び③にあります今後、国や県に対

する要請は、の２点の質問につきましては、松原

議員にお答えしたとおりでございますので、ご了

承願いたいと思います。 

  残りの②の運動を起こせていない地区に対する

支援とのことですが、これまでそうした地区に対

しましても地元自治会などからの要請を受けまし

て、市や県の担当職員が現地に赴くなどして勉強

会等を開催し、情報の提供や意見の交換などを実

施してまいりました。市といたしましても、今後

とも民意を踏まえながら、適宜できる限りの支援

を行ってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） 妊婦健診について

お答え申し上げます。 

  妊婦健診を５回に拡充した理由ということです

けれども、妊婦健康診査の公費負担の望ましいあ

り方について、厚生労働省より平成19年１月に指

針が出されました。本市としましても、健康な妊

娠、出産を迎える上で、経済的負担の軽減を図り、

最低限必要な妊婦健診を受診勧奨するために、本

年４月より妊婦一般健康診査費の助成を５回にし

たところであります。 

  ２点目ですけれども、妊婦が受けるべき望まし

い健康診査の受診回数は13回から14回程度と言わ

れておりますが、本年度から現行制度に拡充した

ばかりですので、現時点ではふやす計画はありま
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せん。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ありがとうございました。 

  それでは、１番の方から順次再質問をしていき

たいと思います。 

  15日の集会の件は松原議員の答弁でということ

で、この答弁は、市長は集会に市民がみずからの

力で参加することに深い敬意と感謝を表明しまし

た。産廃で傍聴に来ていた人たちに「市長はえら

く元気がいいな」の言葉に、私も思わず答えてし

まいました。「集会の日にも元気がよかったでし

ょう。市長も、議長も、委員長も、皆さんが

1,000人も集まってくれて、皆さんから元気をも

らったんです。元気のもとはあなた方ですよ。一

緒に頑張りましょう」。 

  市長を元気にしたのは、1,000人の市民と、５

万8,000筆の署名、これでよかったでしょうか。

市長、答えてください。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 元気を確かに市民からいた

だいております。市民の声として受けとめ、それ

を国・県に働きかけていくという信念で、今も同

じでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 私たちも大変、あの集会で

は力をもらいました。まさか1,000人も集まると

は私も思っていませんでした。どうしても私は九

州の水俣市の集会を頭に入れているものですから、

那須塩原市で果たしてあのような集会ができるか

という思いがいつもありました。そういう中で、

来た人たちも、皆さんの元気な発言に大いに元気

をもらって帰ったと、こう聞いております。 

  ②の運動を起こせていない地区に対してどのよ

うな支援をしていきますかということで、今答弁

をいただきました。要請があった場合には職員を

地元に配置し、勉強会、説明などしてできるだけ

の協力をしていきたい、そういうお話でございま

した。 

  青木、北赤田、戸田のように大規模ではないで

すが、産業廃棄物中間処理場を目指す業者の対策

です。地域密着で近所づき合いをしているために

運動を起こしづらい状況にあります。 

  １つは、市のごみ収集の委託業者が産廃中間処

理場を目指す場合、もう一つは、今までは古物商

の資格で大手メーカーの下請けに入っていたが、

産廃の資格をとるように、これからは産廃処理の

資格がないときには仕事を出せなくなるとメーカ

ーから言われている。資格をとるには、今まで仲

よくやってきた地域の人に中間処理場としての許

可を受けるために説明会を開かなければならない

と悩んでいる古物商もいます。市の方で出してい

たリストに、まだこういったところは出ていませ

んので、さらにこういった人がこれから申請をし

てくるという状況も考えられます。地元の住民も、

業者も、産廃で悩んでいるということです。 

  この場合は、リサイクルをするためにという石

林のごみ収集業者の例です。既に11月17日に１回

目の地元説明会が行われ、事業者からは、今まで

のところで今までの機械を使い、シャッターを閉

めてやる。音も水も空気も外に出さないから心配

はない。今の社長のうちは収集業でやっていける

が、これから先は産廃も手がけないと会社として

生き残れない。私たちのような優秀なリサイクル

事業者が必要なんですという説明をしています。 

  地元住民からは、住宅地の真ん中で、隣の住宅

から１ｍと離れていないところで産廃業者になる

なんて考えられない。今までまちのごみ収集をし

てきたから、ＩＳＯ1401を認証取得しているから
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といって、産廃の申請をすれば、やはり産廃業者

としてみなすことになる。簡単にわかったとは言

えない。結局、ほかの産廃業者と同じことをやる

ようになる。煙突がないからといって、賛成はで

きない。地元の大方の意見です。 

  現場を見てきました。ここが許可になれば、住

民たちの言うとおり、那須塩原市にとって初めて

の住宅地の中にできる産廃中間処理場になります。

住民の不安にどうこたえるか。那須塩原市の対応

を説明してください。 

  また、説明会に立ち会ってほしいとの要請があ

った場合には、区長による要請が必要なのか、住

民数人でも、たとえ一人でもこたえる態勢がある

のかも、あわせて伺います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  我々は地域住民から要請がありましたらば、必

ずどこの分野にでも出かけて説明会に立ち会って

おりますし、その地区だけで少し勉強をしたいと

いう話があれば、我々だけで足らないという判断

になれば、県も一緒に来てもらって一緒に行く。

そういうことで今までやってきておりますし、今、

仮定の話をされておりますが、その地区からも要

請があれば、我々は行く準備はあります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ぜひ住民の願いにこたえて

ほしいと思います。特に、古物商という人たちも、

これからメーカーの方からの要請にこたえて随時

出してくるのではないかと私の方にも、どうせ髙

久さんは反対するんだろうからということで、言

われております。そういう人たちと地元の関係、

できるだけ私たちは、リサイクルまでは否定しま

せんけれども、ただ、どうしても産廃にいかない

でリサイクルで頑張ってほしいという思いがあり

ます。そういった古物商の資格のままで頑張れる

ような、そういう手法などもぜひ教えていただけ

るといいんですが、産廃と古物との区別というの

はどのように考えていますか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 議員もご存じのと

おり、例えば一廃、我々の出すものと、産廃で出

るものでも、同じものでも事業者がまとめて出せ

ば産廃になるということで、非常に難しい。同じ

ものを扱うんだから、同じ処理をするんだから、

一廃でみんな文句を言わないのに、産廃になった

ら何で文句を言うんだと言われるときも、物によ

ってはあります、現実は。そういう形で非常にグ

レーゾーンもありますし、ですから那須塩原市内

に産廃施設が一つもない方がいいというふうに、

過去から含めて一切ないということになれば、那

須塩原市の産廃はどこへ出すんですかという話に

もなりますから、全部が全部という議論をしてし

まっては地域エゴというふうに言われてしまいま

すので、その辺のバランスは当然含めながら、過

度な集中とか県外からたくさん持ち込むような計

画のものについては、やはりまずいという判断に

なろうと思いますが、市内のものを、では、どこ

かへ持っていけという話になれば、持ってこられ

る方から同じ話になりますので、その辺はバラン

スをとりながら考えるべきでありますし、軽々に

明快に産廃と古物を、これは古物で、これは産廃

だというのは一個一個具体的に見させていただか

ないと判断はできないと思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） なかなか難しいという話だ

ったと思います。 

  ３番の方に移っていきます。国や県への働きか
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け、要請についてです。 

  10日の松原議員に答えたとおりということでご

ざいました。市長の答弁は一歩前に出たという手

ごたえを、私、得ました。 

  そういう中で、私たち日本共産党は12月の議会

のお知らせとして、那須塩原新報32号を８日から

配っています。表には後期高齢者医療制度でお年

寄りはどうなる、裏面にはこれからの産廃運動の

方向について載せています。国に対しては廃棄物

処理法の改正を、県に対しては指導要領の改正ま

たは産廃条例の制定を、そして那須塩原市には水

資源保護条例の制定を根気強く長期戦を覚悟で働

きかけていく必要があると、このようにしていま

す。市長や部長の考えと重なるのではないかと思

いますが、どう思いますか、答えてください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  今のご質問につきましては、もう過去に何度も

同じ答えをさせていただいていると思いますし、

今会期でも市長の決意も含めて、お答えさせてい

ただいていると思いますので、あえて繰り返しお

答えする必要はないと思いますが、少なくとも市

民の心配を払拭するためにも、我々は一生懸命努

力していくということだけはつけ加えておきたい

と思います。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） そういうことでしっかり受

けとめていきます。市民と一緒に運動で状況を変

え、議会と市は条例を制定し、運動をしっかり支

え、廃棄物処理法を市民本位の法律に発展させて

いく。ことしの参院選挙後、与党逆転の結果、財

界や大企業の言い分ばかりでなく、国民の要望が

通りやすくなっている国の政治の状況のあること、

さらにそう先の話ではない総選挙に向けて、この

政治状況を活用することも大切だと私たちは考え

ています。 

  そして、さらに１つは千葉県富津市で浅野商事、

2001年に着工した処分場建設に対し、住民側がそ

の建設を差しとめた裁判が高裁で勝ちました。住

民側勝訴です。廃棄物に触れた水が地下に浸透し

て井戸水を生活水としている住民が汚染水で影響

を受け、健康を害するおそれがあると、おおむね

一審と同じ判断を踏襲しています。６年がかりの

闘いです。 

  もう一つは、茨城県水戸市赤塚設備工業、12年

前に着工した安定型最終処分場に対して住民がそ

の建設差しとめを求めた控訴審です。東京高裁は

一審の水戸地裁の判決を支持し、業者控訴を棄却

し、住民側勝訴とした。処分場に有害物質が搬入

されない根拠はなく、汚染された水が処理場から

水源地に流出して汚染することを防ぐ対策も不十

分と指摘、安定型処分場の危険性や廃棄物処理法

などの不備にも踏み込んだ画期的な判決だと思い

ます。12年がかりの闘いです。 

  この２つの裁判に対して、環境部長、感想を聞

かせてください。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  この件につきましても、市長も申しましたよう

に、本地域は水の浸透係数が高いといいますか、

広がっていく。被害が出れば、あっと言う間に拡

大するという心配がある旨等の発言があった記憶

があると思いますが、そういうことで、同じ管内

になりますので、我々としては非常に力強い判決

が出たというふうに思っています。 

  加えて申し上げれば、過去にも全国の産廃の市

町村のネットワークがありますが、そこでも安定
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型処分場自体がもう必要ないんじゃないか、おか

しいんじゃないかという話を要望しておりますし、

昨年だったか、日弁連でも、そういうものはやは

りおかしいんじゃないか、設置できること自体が

おかしいんじゃないかという意見も出しておりま

す。我々はそういう意見も踏まえて、安定型処分

という施設自体がもう必要ないし、設置すること

自体がおかしいんじゃないかというふうに思って

おりますので、心強いという話をさせていただき

ました。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ３時０２分 

 

再開 午後 ３時１２分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） それでは、続けていきます。 

  私たちは産廃に対して市民と一緒になって青木

地区や北赤田、戸田の人たちの運動を励ましなが

ら、繰り返し県や国、そして業者にも要請行動を

行い、市民と意識を高めつつ、それこそ業者が音

を上げるまで、この運動を粘り強く進めていくこ

とが大切だと思います。孤立分断をさせないため

の講演会や決起集会などの取り組みも定期的に行

うことが欠かせません。まさに、全市に広がる自

治体ぐるみの闘いを県や国へ広げていかねばなら

ないと思っています。 

  それから、先ほど私、発言の中で集会のところ

に産廃対策で結集した人々というところで、「そ

の後の10日の議会傍聴に来た人が」というところ

を、「議会」を抜かしたものですから、「集会に

来た人」と一緒になったという人がいるというこ

とで、「議会傍聴に来た人が」という話に訂正し

たいと思います。 

  それでは、２番の学校教育について、１番の全

国学力テストについての方に入っていきます。 

  結果が公表され、どのように評価していますか

というところで、こちらも10日の山本議員に答え

ていると思います。全国の平均と大差は見られな

かったということで教育長が答えられています。 

  さらに、新聞の方には各教科の問題Ｂについて、

知識、技能を活用する力の育成が今後の課題と分

析したとも新聞に書かれていますが、那須塩原市

の結果が課題とした活用力、応用力、こういった

問題があると思います。全国でも、全国的傾向と

して正答率が10から20ポイント低いのが、わかっ

ていたこととはいえ、大きな問題だと識者はとら

えています。那須塩原市が課題とした活用力は、

子どもが生活の中で市民として尊重されることで

身につくものだと思います。それが身についてい

ないということは、子どもが学校や地域で主体的

に参加する機会がないからではないでしょうか。

知識と活用力をどう統合するのか、そのための子

どもたちが参加する活動をどうつくるのかが課題

だと思います。どう考えますか、考えを聞かせて

いただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、情報の発表につい

てでございますが、領域や評価の観点などを加味

しながら、その分析結果のみ発表したところでご

ざいます。その中でＢの問題ということで、今、

ご指摘がありましたが、さまざまに各学校現場で

その対策委員会等を開き、どんなふうな育成、教

育活動の中に活用力、応用力をつけていくかとい

うのは各学校にゆだねているところでございます。 
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○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 各学校にゆだねているとい

う答えでございました。非常にいいことだと思い

ます。各学校の先生たちが一番子どもたちを身近

に見て、そして対策を考えていく、非常にいいこ

とだと思います。ぜひこの傾向を伸ばしていって

いただきたいと思います。 

  それから、２番目の方の情報公開請求が出た場

合の配慮と対応についてということで、序列化に

つながるので出していない、傾向と分析結果のみ

だというお話でございました。公表しない市や町

の多い中で、宇都宮、矢板、大田原市、那須町が

数値を公表しました。那須塩原市は、子どもを大

切にする立場というふうに私は評価しております。

考えを詳しく聞かせていただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、公表しない文部省

の答申を受けまして、まず過度な競争をさせない

ということと、それから実際の子どもの学習状況

に周りの影響を与えないということで、各教育委

員からの意見を求めた上で、本市の方向を考えた

ところでございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 情報開示の件なんですが、

マスコミや父母からの開示請求の状況はどうなっ

ていますでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 新聞に発表するだけで、

それも傾向だけですので、それ以外は考えており

ません。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 本人や父母の方も非常に冷

静だと、そう受け取っていいのかと思いますが。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 現在のところ、私ども教

育委員会にその件に関しての問い合わせとか、そ

ういうものは一切ございません。また、各学校で

も粛々とその対策についてはやっておりまして、

教育委員会と校長会の連携のもとに対策を立てて

いるところで、これがどう、あれがどうという問

題は今のところ出ておりません。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ありがとうございます。 

  非常に、全国に比べると、６月の教育長の答弁

と同じように、那須塩原市では学力テストは普通

の状態で適切に行われたということでございまし

た。 

  ただ、全国的にはいろいろなことが起こってい

ます。京都、八幡市では市教育委員会が全国学力

テストに向けて取り組みの計画を全中学校につく

らせた。プリントの実施、予備テストの実施、入

学式の当日までこれをやったと。さらに、大分市、

広島県では全国学力テストの傾向を分析して、教

師の授業案の中にその対策を入れるよう求めてい

る学校が出ている。さらにいろいろなことが出て

います。 

  そういう中で、栃木県は、さらに小学校５年生、

中学校２年生に学力テストを決め、父母からは懸

念の声が出ている。教育長は、まだ連絡が来てい

ないというお話でございました。しかし、県の方

は実施日は来年の２月を予定しています。これ以

上、子どもたちをテスト漬けにしない、那須塩原

市は参加すべきでないと思いますが、来ていない

のでは対応を考えていないということでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの件で、この栃

木県独自の学力テストというのは、８年前まで実

際には同じ傾向で行われておりましたが、途中や

めたという経過があります。この全国学力テスト

の実施を受けて、栃木県として本県の児童生徒の
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実態をしっかりととらえるというふうなことで、

国語、算数、それから数学と、こういうふうな形

だけではなくて、やるということが以前に行われ

た本県独自のテストだったので、今後そういうふ

うな方向であれば、私どもはやはり考えるところ

もあるかなと、こんなふうには思っているところ

でございますが、テスト漬けとか、そういうふう

な傾向には決してならないような、そういう教育

活動を心がけているところでございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 私たちのデータでは、県教

委は４年ぶりに再開する。理由として、全国学力

テストによる２教科の分析では児童生徒に合った

指導ができない。つまり、学力テストは指導にな

らないということを言っています。さらに、学力

テストとは性格が違う。テストの結果は本人に知

らせず、分析は教育委員会で行う。こういうこと

を言っております。科目は国語、社会、算数、数

学、理科、英語、中学校は５科目と、さらに多く

なっています。そういうわけで、私はテスト漬け

と、そういう言い方をしました。 

  さらに、那須塩原市は冷静にテストを受けたと

いうことですが、全国的には、例えばきのうの国

会では、衆議院ではこんなことが言われています。

全国学力テスト、37人のクラスに38人の個人票が

返ってきたり、欠席者に点数がついていたり、で

き過ぎていて個人票は私のものではないと言う児

童が出ています。さらに、委託先のベネッセに派

遣されたグッドウィルの労働者からは、同じ問題

できのうときょうと答えが違う採点をしたなど、

現場が混乱している。答案用紙も返さず、通信票

と一緒に返す学校もある。 

  教育長は、個人票は那須塩原市は返したという

ことですが、その個人票というのは問題と回答が

一緒についているのでしょうか。それともマル・

バツだけの表と点数だけのものなのでしょか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、訂正をいたします。

８年ぶりではなく４年ぶりでございましたので、

そこを８から４年に直していただければと思いま

す。 

  それと、テスト漬けの件に関しまして、県の目

標としては、学習状況調査という名目でこのテス

トをするらしいのでございますが、私どもふだん

の授業の中ではやはり学習内容の到達度、それか

ら達成度をはかるために、繰り返しそういうチェ

ックをしながらやっております。それをまとめな

がら、１日ごと、１週間ごと、そして月ごと、単

元ごとというふうな形で、それをチェックしなが

ら授業を行っているのが普通の状態の授業でござ

います。ですので、それを総括してまとめるため

にも、やはり全体の傾向として見るためには必要

なところもあるかと、こんなふうには感じている

ところでございます。 

  それから、個票の件に関しましては、テストの

採点表と、それが返されたということで、あと序

列とか、そういうのはついていない。問題用紙は

もうついておりませんので。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） やはり問題用紙はついてい

なかったと。個人票は答えと点数だけということ

ですか。そういうことであると。国会で言われた

ことが、やはり本当だったということになります。

答案用紙も返さず、マル・バツの個人票だけで返

したのでは、どこでどう間違ったのか本人も教師

もわからない。個人個人の学力など伸ばしようが

ない。こういう言葉に対して、渡海文部科学相は、

そういうことは初めて聞いた。現場の状況をつか

んだ上で、責任ある答えをしたい。学校現場の実

態を把握していなかったことを認めたと、こうい
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うふうに出ています。 

  学力テストに対する弊害が全国から噴出してい

ます。私の意見です。こんな状況で子どもたちは

落ち着いて勉強することができません。テストで

学力がつかないことは、既に証明されています。

これ以上、国や県の学力テストに参加すべきでな

いことを要望しておきます。 

  続きまして、いじめの方に入っていきたいと思

います。 

  いじめの結果を教育委員会の方からいただきま

した、資料を。全体として数がふえています。６

倍にふえたというのが県ですが、この資料を見ま

すと、那須塩原市は約７倍にふえています。17年

と18年と比較すると約７倍、認知件数も一定の解

消も７倍ということになっています。 

  いじめの相談があったときは深刻な状態に陥っ

ているケースが多いのが実態です。被害者の心と

身体、命にかかわることであり、その後、トラウ

マに悩むことも少なくありません。事情を聞いた

上で、急いで専門家につなげましょう。子どもの

関係や心身の安全にかかわる専門家としては、教

職員、養護教員、カウンセラー、弁護士、児童相

談所、いじめの被害者たちの親たちでつくる会、

教職員組合立の教育センターなど、また学童保育

所や塾などでも子どもと信頼関係を結んでいる人

であれば、だれでもいいと、私たちはこんなふう

に思います。昨年の６倍ということで、どこが変

わるのかという点は、もうこれでいいと思います。

いじめの定義が変わって、より被害者の立場に立

つ調査になったと、そういう評価をしております。

しかし、やはりそういう中でも親たち、いじめの

被害に遭った子どもたち、そしてきのうの国会で

もインターネットに関しては１けた数が違うとい

うような批判が出ています。 

  17年に比べ、那須塩原市のいじめの認知件数は

ということで先ほど言いました。19年のデータを

いただいたんですが、これはことしの６月までし

か出ていません。この流れからいくと、18年は17

年の半減というような数字が出てくるのかなと、

私、見てしまいますが、教育長、今までの流れの

中で、19年、恐らく11月末ぐらいまでは状況が入

っていると思います。この数字を見て、どう思い

ますか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 平成17年度は小学校４件、

中学校９件、そして解決は小学校４件、中学校９

件で全部解決したと。18年度から、まずは一定の

人間関係のある者から心理的、物理的な攻撃を受

けたことにより精神的な苦痛を感じているものと、

より心の受けとめ方を細かく定義をつけた結果、

認知件数が急激にふえたというところでございま

す。 

  平成18年度の問題69件が小学校、それから中学

校26件、解決及び解決途上というのが68件、継続

が小学校では１件、中学校では解決23件、継続３

件、そして３月、年度末にはその継続、小学校１

件、それから中学校３件、すべて解決していると

いうところで、また平成19年６月までの結果しか

まだ本日は持ってきておりませんでしたので、後

で11月の結果はすぐにわかると思いますけれども、

今のところ、まだ11月までの統計をとっておりま

せんので、ここまでの解釈でしか答えられません

が、いずれ学校で、先ほど髙久議員が申したとお

りに、教職員間の共通理解、それから道徳や学級

活動においていじめの問題を取り上げ、考えさせ

たり、それから討論をしたりして指導を行ったり、

児童生徒間の人間関係や仲間づくりをしっかりと

構築する、スクールカウンセラーや養護教諭の相

談活動を重視しながら、いじめに対応する等々、

学校現場で対策をとった結果、こんなふうにいじ
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めの件数発生、認知件数は非常に定義がさらに細

かくなったのでふえましたけれども、解決の方法

もきちんととっているというところが那須塩原の

現状でございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ありがとうございます。 

  那須塩原市の総合計画には、不登校が数値化さ

れた、５年間で半減が設定されています。いじめ

については数値化目標は設定してありません。決

して悪いと言っているのではありません。児童生

徒指導の充実として、５行だけ書いてあります。

今、教育長が言った、「共通理解と指導を強化す

るため、スクールカウンセラーなど相談体制の拡

充とともに、関係機関と連携して情報の共有化を

進め、適切な指導や問題の解決に努めます」。い

じめに比べると、私、もう少し深い突っ込みがあ

ってもいいのではないかと思うんですが、これで

十分でしょうか、伺います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 先ほどの11月までの傾向

を先に、今資料が届きましたので。 

  第２回目の各学校におけるいじめ聞き取り調査

が12月10日より始めておりますので、その聞き取

り調査の結果を統計をとるということになってお

りますので、今後、資料が整うと思います。 

  ただいまの総合計画の中の位置づけでございま

すが、そこは重立ったものということで書いたも

ので、具体的な施策に関しましては、さらに細か

く教育委員会の方で指示を出すという形になって

おります。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ぜひしっかり進めていただ

きたいと思います。 

  子どもの権利条約の方に入っていきたいと思い

ます。 

  知る権利、守られる権利、大事にされる権利、

それをじっくりと子どもたちに、そうした立場で

子どもたちを大事にしていきたいというような話

だったかと思います。親と子が育ち合い、健やか

に触れ合えるまち那須塩原を目指して、今後10年

間の指針として、那須塩原市次世代育成支援対策

行動計画を作成したと。その基本的視点は、子ど

もの成長のために最善の利益をうたった子どもの

権利条約を遵守し、子どもの思いや願いに常に思

いをはせること、平成17年３月に高らかにうたっ

ています。ぜひこういう立場で子どもたちをしっ

かりと教育、育てていっていただきたいと思いま

す。 

  いじめの問題では、いじめの加害者は育ちの上

で課題を抱え、ケアが必要な子として教育的指導、

配慮を強めることが欠かせません。対策を聞かせ

てください。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 先ほど普通の、常態の授

業の件を私の方から説明しましたが、毎日６時間

ないしは５時間の授業が日々行われているのが学

校現場でございます。その学校現場での授業の中

に、必ず人権教育、こういうふうなものを位置づ

け、どの場面でどういうふうなものをそこに要求

するかというのを指導案の中に位置づけながら教

師は指導しているところでございますので、細か

く那須塩原でもやられていると私は認識しておる

ところでございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） 何よりも子どもの安全を最

優先にしていただきたいと思います。何よりも大

切なのは、いじめられている子どもの安全を守る

ことです。事実や内容についてわかったら、子ど

もの精神状態や場面に配慮して、話しやすそうな

ときに本人から話を聞くことが一般的です。子ど
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もがいじめの渦中から離れ、安心して休養できる

よう配慮したり、話したいときにいつでも話して

ほしいと伝えるなど、結論を急がないゆったりし

た関係も大切です。ぜひ子どもを大切に育ててい

ただきたいと思います。 

  続いて、３番目の妊婦健診の方にいきたいと思

います。 

  私が質問通告書を出した22日の２日後、下野新

聞で24日に栃木県の自治体の様子が隈なく報道さ

れました。そういう中で、もうほとんど答えは出

てしまったのですが、私、何遍かこの厚労省の通

知を読み直してみました。 

  その中で、妊婦診査を含めた少子化対策につい

て、総額において拡充の措置がなされたので、各

市町村において妊婦健康診査に係る公的負担につ

いて相当回数の増が可能となる。積極的な取り組

みを求めています。妊婦が受ける健康診査の回数

は13回から14回程度となると考えられるので、公

費負担についても14回程度行われることが望まし

いと考えられる。こう書いてあります。こういう

文章からは当然、予算は文面から13回から14回分

来たと私は思いました。しかし、周りの自治体を

見ると、実際は何回分来たのでしょうか。 

  国からの文書はいつもこのようなものなのかも、

あわせて伺います。 

○議長（植木弘行君） 市民福祉部長。 

○市民福祉部長（渡部義美君） お答えいたします。 

  国から示された指針につきましては、今、委員

がおっしゃられたとおりでありまして、それ以外

に国からいろいろな通達等が来ると思いますけれ

ども、それについては、特にこれに関連してどう

のこうのということにはならないと思いますので、

お答えはできません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） その辺をよく聞きたかった

のですが、私の読解力では13回から14回来たと思

ったんですが、周りの自治体を見ると、そういう

状況かなと思います。来年回数をふやすと答えて

いる自治体が全国で59％あります。さらに、鹿沼

が７回、そして額も多い。１回那須塩原市より多

くなっています。 

  私、この問題に興味を持ったのは、大田原の日

赤に健診に行った若い夫婦の話からでした。大田

原在住の妊婦はことしの３月以前に母子手帳を受

けても５回無料健診が受けられるのに、那須塩原

市の妊婦は２回で、４月以降の母子手帳でないと

５回は受けられない。どうにかならないのという

問題を投げかけられました。部長のところに相談

に行きました。結果的に、あとそんなに日にちが

ないよという話の中で、今度の議会を迎えてしま

いました。３月以前に妊娠したお母さんたち、恐

らく今月か来月か出産だと思います。無事に出産

してくれ、そう願って、この問題を取り上げまし

た。 

  続いて、４番目の方にいきたいと思います。霞

ヶ浦～那珂川の導水事業についてです。現在、那

珂川の漁協でも、この問題、大変深刻に受けとめ

ています。 

  そこで、お伺いします。 

  天然鮎のいない那珂川は考えられません。日本

一の鮎の漁獲量を誇る那珂川の鮎釣りに那須塩原

市に訪れる釣り人、鮎、そして宿泊客等の経済効

果、この那須塩原市にどのぐらいあるんでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（二ノ宮栄治君） どの程度那須塩

原市に経済効果があるんだということでございま

すが、これは具体的に試算したことがありません

ので、ちょっとわからないわけでございますが、
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いずれにいたしましても、栃木県の那珂川水系の

漁獲高は600ｔと言われております。このうち天

然ものが８割ぐらいと考えれば、仮に500ｔとい

たしますと、天然ものですのでキロ3,000円ぐら

いといたしますと、それそのものが15億円ぐらい

になるという計算が成り立つかと思いますが、こ

れが果たしてどの程度影響を受けるのかというこ

とになりますので、具体的に鮎釣りに来たほとん

どが日帰りの人というふうにとらえておりまして、

宿泊者という形での経済効果というものは試算で

きないと思います。 

  それから、もう一つは、やなです。やなに及ぼ

す影響というものがあるかと思いますが、これら

についても試算しておりませんので、申しわけあ

りませんが、お答えできません。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ５番、髙久好一君。 

○５番（髙久好一君） ちょっと残念なところもあ

りますが、私、家が那珂川から500ｍと離れてい

ないところに住んでおります。那珂川のせせらぎ

を毎日聞きながら暮らしておりますが、那珂川の

鮎が四万十川や、そういった有名な川と比べて断

トツに那珂川水系が鮎の漁獲量が１位だというの

は、初めて今回知らされました。 

  ６月の解禁日から月末までは放流された鮎が釣

れます。６月末以降は遡上した天然鮎が９割以上

釣れるようになり、11月、やなを逃れて下った鮎

が河口10㎞付近の取水口付近で産卵し、ふ化して

海に下ることになります。先ほど部長がおっしゃ

いました。平成17年の那珂川の鮎の漁獲量は、栃

木県625ｔ、茨城県が407ｔ、合計で1,032ｔです。

こういう中で那珂川が日本一の鮎の漁獲量を誇っ

ている、そのように那珂川漁協からいただいた資

料には書いてあります。この導水事業の取水口が

建設工事が実施されたらば、天然鮎の漁獲量をふ

やすために栃木県が推進する県と食との躍進プラ

ン、現在20万匹の稚魚を５年間で200万匹にする

計画、こういう計画があります。これに甚大な被

害が出ると言われております。 

  そういう中で、私たち共産党の議員たちは、茨

城県と栃木県と力を合わせて、何としてもこの導

水事業をストップさせようと動いております。那

珂川漁協の人たちの力をかりながら、この事業を

何としてもとめていきたい。 

  国交省は11月にも工事着工、08年４月より工事

を始める計画です。既に完成した利根川、霞ヶ浦

の導水管は、試験通水で利根川のシジミに壊滅的

な被害が出たため、現在はストップされています。

導水管が封鎖されています。さらに、霞ヶ浦、那

珂川の導水管の事業の中で、土浦、石岡間は地上

権者の承諾が得られておらず、着工の見通しが今

のところ、ないということもわかりました。そう

した中で、国交省は見切り発車して予算をつけた

いという行動に出ています。 

  那須塩原市を産廃から守り抜くこと、那珂川の

清流と生態系を守ることは、同じ環境を守り、子

や孫にそのままこの自然を手渡すという点で密接

につながっています。少し言いたいことを言わせ

ていただきました。こうした決意で私たちは何と

してもこの那珂川の自然を守り抜くという立場で

頑張っていきたいと思います。 

  以上で私の一般質問を終わりにしたいと思いま

す。ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で５番、髙久好一君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（植木弘行君） 以上で本日の議事日程は全

－222－ 



部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでございました。 

 

散会 午後 ３時４５分 
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